
　政府の「社会保障改革に関する集中検討会議」は、
４月２７日に税と社会保障の一体改革に向け議論を再
開し、これまでのヒアリング結果を取りまとめた。
５月１２日には、厚生労働省が提出する社会保障改革
案について議論され、改革案のまとめは予定通り６
月に行うとしている。
　さらに、会合では幹事委員の有識者のうち、５人
が連名で「一体改革議論の枠組みとして踏まえるべ
き視点」を列挙した資料を提示。東日本大震災から
の復興と税・社会保障の一体改革は二者択一ではな
く、共に取り組むべき課題との認識を示している。
　その第一歩として、４月２８日に「社会保障・税に
関わる番号制度に関する実務検討会」が、社会保障・

税番号要綱をまとめた。６月に公表予定の社会保障・
税番号大綱（仮称）で、拡充した利用範囲を示す予
定となっている。
　東日本大震災への対応については、厚生労働省が
前月に引き続き東日本大震災の被災者に対する医療
の取扱いについて、様々な事務連絡を連続的に発出
している。また、多くの医療団体及び医療者が、被
災地への医療支援を継続して行っている。
　政党では、新たに医師資格を持つ超党派の国会議
員１５人による「適切な医療を実現する医師国会議員
連盟」が、東日本大震災の医療対策について、医療
関係者からの要望を集めている。議連は集めた要望
の実現を関係省庁に働き掛けるなどし、被災地の医
療に全力で支援をしていくとしているなど、さらに
大きな支援の輪が広がっている。
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今月の主な動き

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会３日金

午後２時定例理事会・各部会７日火
ルームＣ午後２時建築相談室８日水
京都新聞文化ホール午後２時３０分皆保険５０周年講演会１１日土

午後２時定例理事会・部会１４日火
ルームＣ午後１時ファイナンシャル相談室

１６日木 応接室午後２時法律相談室
ルームＢ午後２時雇用管理相談室
ルームＢ午後２時手話サークル１７日金
ル・クラブ・ジャズ午後６時ジャズを楽しむ会１８日土

午後２時定例理事会２１日火
ルームＡ午後２時金融共済委員会

２２日水
アミス午後２時経営相談室
ルームＡ午後２時医事担当者連絡会議２３日木
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場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ～Ｃ午後３時第６４２回社会保険研究会７月２３日土
ホテルグランヴィア京都午後１時第６４回定期総会７月３１日日

今
後
の
予
定

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲４３～４４ページ

政
策
解
説
資
料

医
療
・
社
会
保
障
運
動
ト
ピ
ッ
ク
ス

協

会

だ

よ

り

渡
辺
治
の
政
治
学
入
門

※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。



一体改革、６月取りまとめへ議論再開／集中
検討会議
　政府の「社会保障改革に関する集中検討会議」（議
長＝菅直人首相）は４月２７日、税と社会保障の一体
改革に向け議論を再開し、これまでのヒアリング結
果を取りまとめた。次回は５月半ばで、厚生労働省
が提出する社会保障改革案について議論する。改革
案のまとめは予定通り６月に行う。会合後に記者会
見した与謝野馨社会保障・税一体改革担当相は「次
回以降は第２フェーズの集中検討をし、決定に向け
たプロセスに入る」と述べた。
　ヒアリング内容は、非公式の準備作業会合で行っ
た部分も含めて提示され、意見交換した。藤本晴枝
委員（ＮＰＯ法人地域医療を育てる会理事長）は、
医療・介護に関するヒアリング内容として示されて
いた「より低コストでより良い医療・介護サービス
を提供できるよう工夫する余地は大きい」との意見
について、「これでは、医療と介護にはお金を使わな
いと誤解される」と指摘。工夫する余地が大きい部
分とは具体的にどこなのかなどを表記すべきと主張
した。
　会合ではまた、幹事委員の有識者のうち５人が連
名で「一体改革議論の枠組みとして踏まえるべき視
点」を列挙した資料を提示。東日本大震災からの復
興と税・社会保障の一体改革は二者択一ではなく、
共に取り組むべき課題とした。
（４/２８MEDIFAXより）

中医協、新会長に森田氏／「権威ある議論を」
　中医協は４月２０日の総会で、３月末で任期満了と
なった遠藤久夫氏（学習院大教授）に代わる新たな
会長に森田朗氏（東京大大学院教授）を選出した。
新たに就任した森田会長は「これからこの国の医療
を持続可能な形で維持・発展させていくためには、

われわれが権威ある議論をし、説得力のある方針を
社会に発信する必要がある」と訴え、エビデンスに
基づいた論理的な議論を進める考えを示した。
　最近の中医協の審議が長時間に及んでいることに
ついて、森田会長は「もう少し考える必要がある。
熟議が必要なのは分かるが、時間も貴重な資源。で
きるだけ有効に使いたい」と協力を求めた。
　総会では、支払い側の白川修二委員（健保連専務
理事）と、診療側の安達秀樹委員（京都府医師会副
会長）が森田氏を推薦した。
●「中医協の機能、むしろ高まる」遠藤前会長
　一方、退任した遠藤前会長は総会の冒頭に挨拶し、
公益委員を務めた６年間で、診療報酬改定の改定率
を内閣で、基本方針を社会保障審議会の医療部会・
医療保険部会が決定することになるなど、大きな変
革が行われたことを振り返り、「事実上、権限が落ち
たようにも見えるが、医療費配分を決める中医協の
機能はむしろ高まっていると思う。合理的・公平な
配分をするためにさまざまな調査をしており、その
機能を活用して配分議論を進めることを期待した
い」と述べた。
　さらに、「ここ数年、急速に先進国では医療の『費
用対効果』の議論を政策に関連させる動きが見られ
ている。典型的には英国のＮＩＣＥ（英国立医療技
術評価機構）が『費用対効果』を反映させている」
と指摘し、「費用対効果」が今後の課題の一つになる
とした。
　会長交代に伴い、公益委員の中医協関係部会など
の割り振りも決めた。調査実施小委員会は森田会長
と印南一路（慶応大教授）、牛丸聡（早稲田大教授）、
小林麻理（早稲田大大学院教授）の４委員が入る。
薬価専門部会には印南、牛丸両委員と、関原健夫
（日本対がん協会常務理事）、西村万里子（明治学院
大教授）両委員が入る。保険医療材料専門部会は森
田会長と印南、小林、関原の各委員。診療報酬基本
問題小委員会と診療報酬改定結果検証部会には全公
益委員が参加する。
　このほか、日本歯科医師会常務理事の堀憲郎氏が
前任の渡辺三雄氏に代わり診療側委員に加わった。
（４/２１MEDIFAXより）
●中医協委員（２０１１年４月２０日現在、敬称略）
　【支払い側】小林剛（全国健康保険協会理事長）▽
白川修二（健康保険組合連合会専務理事）▽中島圭
子（日本労働組合総連合会総合政策局長）▽勝村久
司（日本労働組合総連合会「患者本位の医療を確立
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する連絡会」委員）▽北村光一（日本経団連社会保
障委員会医療改革部会部会長代理）▽田中伸一（全
日本海員組合中央執行委員）▽伊藤文郎（愛知県津
島市長）
　【診 療 側】安達秀樹（京都府医師会副会長）▽嘉
山孝正（独立行政法人国立がん研究センター理事長・
山形大医学部大学院教授）▽鈴木邦彦（日本医師会
常任理事）▽西澤寛俊（全日本病院協会長）▽邉見
公雄（全国公私病院連盟副会長）▽堀憲郎（日本歯
科医師会常務理事）▽三浦洋嗣（日本薬剤師会常務
理事）
　【公益代表】印南一路（慶応義塾大総合政策学部教
授）▽牛丸聡（早稲田大政治経済学術院教授）▽小
林麻理（早稲田大大学院公共経営研究科教授）▽関
原健夫（財団法人日本対がん協会常務理事）▽西村
万里子（明治学院大法学部教授）▽森田朗（東京大
大学院法学政治学研究科教授）
　【専門委員】藤原忠彦（長野県川上村長）▽長野明
（第一三共専務執行役員）▽禰宜寛治（武田薬品工業
コーポレートオフィサー業務統括部長）▽松谷髙顕
（東邦ホールディングス会長）▽松村啓史（テルモ副
社長執行役員）▽松本晃（米国医療機器・ＩＶＤ工
業会顧問）▽森清一（エムシー社長）▽坂本すが
（日本看護協会副会長）▽佐藤田鶴子（日本歯科大生
命歯学部教授）▽北村善明（日本放射線技師会理事）
●診療報酬基本問題小委員会委員（２０１１年４月２０日
現在、敬称略）

　【支払い側】小林剛▽白川修二▽中島圭子▽勝村久
司▽北村光一▽田中伸一▽伊藤文郎
　【診 療 側】安達秀樹▽嘉山孝正▽鈴木邦彦▽西澤
寛俊▽邉見公雄▽堀憲郎▽三浦洋嗣
　【公益代表】印南一路▽牛丸聡▽小林麻理▽関原健
夫▽西村万里子▽森田朗
　【専門委員】坂本すが▽北村善明
●保険医療材料専門部会委員（２０１１年４月２０日現在、
敬称略）

　【支払い側】白川修二▽中島圭子▽北村光一▽伊藤
文郎
　【診 療 側】嘉山孝正▽鈴木邦彦▽堀憲郎▽三浦洋
嗣
　【公益委員】印南一路▽小林麻理▽関原健夫▽森田
朗
　【専門委員】松村啓史▽松本晃▽森清一
●薬価専門部会委員（２０１１年４月２０日現在、敬称略）
　【支払い側】小林剛▽白川修二▽中島圭子▽北村光
一
　【診 療 側】安達秀樹▽邉見公雄▽堀憲郎▽三浦洋
嗣
　【公益委員】印南一路▽牛丸聡▽関原健夫▽西村万
里子
　【専門委員】長野明▽禰宜寛治▽松谷髙顕

イレッサ訴訟、国が控訴
　抗がん剤「イレッサ」の副作用死をめぐる訴訟で
国は４月５日、東京高裁に控訴した。細川律夫厚生
労働相は「さらに十分な法的議論を尽くすべく上級
審の判断を仰ぐ必要がある」との談話を発表した。
　イレッサ訴訟は東京地裁が３月２３日、国とアスト
ラゼネカ（ＡＺ）に計１７６０万円の損害賠償を命じる
判決を言い渡した。これを不服としてＡＺは３月３０
日、東京高裁に控訴。国も４月５日に争う姿勢を示
した。控訴の理由として、細川厚労相は談話で「（地
裁）判決は事実認定や法律判断に妥当とは言い難い
問題点がある」と主張している。
　厚労省は控訴によってがん患者の医療を充実させ
る国の方針は変わらないとして談話のほかに、４月
時点で確定しているがん施策を示した。抗がん剤副
作用死救済制度を４月以降、省内の検討会で検討す
るほか、イレッサの適応範囲について、再審査制度
を活用して適切に審査しているとした。
（４/６MEDIFAXより）
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【４月】◆府、原発緊急時計画区域を２０キロ圏に拡大へ（１３日）◆被災支援で税制特例（１３日）◆クレーン車居眠り事故、小学生６人死亡
（１８日）◆カストロ前議長退任（１９日）◆震災復興　補正４兆円（２２日）◆統一選で民主大敗（２４日）◆脱原発　超党派で議論（２６日）◆ソニ
ー・個人情報流出（２６日）◆知事会長に山田氏（２６日）◆税制改正法が成立（２７日）◆小佐古敏荘・東京大教授、内閣官房参与辞任（３０日）
【５月】◆ビンラディン容疑者を米が殺害（１日）◆NATO空爆・カダフィ氏息子死亡（１日）◆子ども・３０年連続で減少、２０１１年４月１
日現在の推計・総務省（２日）◆焼き肉店で食中毒、４人死亡（５日）◆介護制度、現場で機能不全（７日）◆府、地域包括ケア推進へ新
機構（９日）◆首相、原発事故収束まで６月から歳費返上（１０日）

（２０１１年４月１３日～５月１２日） 



被災者の一部負担金と保険料、国費で負担／
政府
　政府は東日本大震災の被災者について、一部負担
金に加え保険料も国費で負担する方針だ。ただ、健
保組合については財政状況に応じて補助率に差を付
ける方向で検討している。４月中に国会への提出を
目指す第１次補正予算案に計上するほか、調整交付
金も活用する。医療・介護の総額で１０００億円弱にな
る見通しだ。
　対象者は、厚生労働省が負担を猶予・免除する者
としてすでに周知している内容と同様の範囲を想定
している。住居が全半壊・全半焼した人や、主な生
計維持者が死亡するか重篤な傷病を負った人などが
対象となる。（４/８MEDIFAXより）

規制・制度改革、国民の声受け対応／政府が
閣議決定
　政府は４月８日、行政刷新会議に寄せられた規制・
制度改革に関する国民の提案などについて、対処方
針６６項目を閣議決定した。医療・介護分野では、厚
生労働省が以下のテーマについて２０１１年度中に検討
を始める。
　▽医療機関の施設内における他の事業者の広告の
取り扱いについて▽個人輸入できる医療機器の個数
の見直し▽高度管理医療機器等の販売業および賃貸
業の許可・変更申請様式の見直し▽新規設立事務所
に係る健康保険組合の規約変更手続きの簡素化▽地
域包括支援センターにおける介護予防サービス計画
作成業務の委託件数制限の見直し▽居宅介護支援事
業の事務的負担の軽減▽介護サービス運営に係る記
録の保管義務期間の見直し▽定年後に嘱託再雇用す
る場合等の健康保険と厚生年金保険の同日得喪手続
きの簡素化。（４/１１MEDIFAXより）

震災の税制特例措置決定／政府税調
　政府税調は４月１３日、２０１１年度最初の会合を開き、
東日本大震災の被災者を支援するための税制特例措
置を決めた。被災者の所得税や法人税、資産税など
の負担軽減策が盛り込まれている。医療機関に特化
した内容はない。阪神淡路大震災時にはなかった特
例措置としては寄付金控除の拡充、自動車買い替え
時の自動車重量税免除、法人事業税と法人住民税の
減免措置などがある。来週中の国会提出を目指す。
　今回の措置は「第１弾」の位置付け。今後、全体
の復興支援策の中で税制で対応すべきものについて

は、第２弾として取りまとめる。野田佳彦会長（財
務相）は閉会の挨拶で「早急な法制化作業を進める」
と述べた。（４/１４MEDIFAXより）

一体改革、復興財源とも一体／集中検討会議
準備会合
　政府の「社会保障改革に関する集中検討会議」（議
長＝菅直人首相）は４月１９日、準備作業会合を開き、
大田弘子氏（政策研究大学院大教授）らからヒアリ
ングした。大田氏は、地域ごとに医療供給計画を明
示した上で制度改革をすることの重要性を主張し
た。準備作業会合は４月２３日の午前中に最終会合を
開き、来週中に集中検討会議を再開する。与謝野馨
社会保障・税一体改革担当相は会合に先立つ挨拶で
「税と社会保障の一体改革は６月中に案として完成
させる。その際には、税、社会保障ともに、復興の
ための財源問題と一体的に決めていかないといけな
い」と述べた。（４/２０MEDIFAXより）

日医など、与謝野氏と意見交換／医療保険の
全国一本化など提案
　政府の「社会保障改革に関する集中検討会議」（議
長＝菅直人首相）は４月２３日の準備作業会合で、与
謝野馨社会保障・税一体改革担当相と日本医師会な
ど関係団体との間で行われた意見交換の内容を明ら
かにした。日医は、公的医療保険の全国一本化を提
案。不足分に充てる財源や配分について国民的合意
を得る必要があるとの考えを説明した。
　意見交換は４月２２日に行われ、日本歯科医師会と
日本薬剤師会の幹部らも出席した。
　事務局が準備作業会合に示した資料によると、日
医は現行の医療保険制度を４段階に分けて全国一本
化することを提案。窓口負担の引き下げや保険料率
の格差是正なども求めるなど、２０１０年秋に発表した
「国民の安心を約束する医療保険制度」の内容を説明
した。
　消費税については「税率をかなり引き上げない限
り不足分は埋まらない」とする一方、不足分にどう
いった財源を充てるか、年金・医療・介護の各分野
に消費税収をどのように配分するかは、国民的合意
を得る必要があると指摘。消費税の社会保障目的税
化については「税収の枠内に給付費を収めるべきと
いうことにならないか」と懸念を示したほか、控除
対象外消費税問題の解消も求めた。
　混合診療の全面解禁や保険免責制、規制・制度改
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革の方針に方向性が盛り込まれた医療法人と他の法
人との役職員の兼任については、いずれも反対姿勢
を伝えた。（４/２６MEDIFAXより）

災害復旧、国庫補助率を引き上げ／財政援助
法案を決定
　政府は４月２６日の閣議で、東日本大震災の復旧に
向け被災自治体や被災者の負担を国が軽減する特別
財政援助法案を決定した。公的医療機関や社会福祉
施設の災害復旧に対する国庫補助率を引き上げるほ
か、医療保険や介護保険の保険料や一部負担金の減
免措置を盛り込んだ。
　施設の災害復旧に関する支援では、医療法に規定
する公的医療機関は３分の２に、２次救急医療機関
や救急診療所など政令で定める民間医療機関は２分
の１に国庫補助率を引き上げ。認知症高齢者グルー
プホームや介護老人保健施設などの社会福祉施設に
ついても「２分の１」－「３分の２」に引き上げる。
　被災者向けには、医療保険や介護保険の保険料や
一部負担金の減免措置を盛り込んだ。医療保険では、
保険料や窓口負担のほか、入院時の食事療養費や生
活療養費、保険外併用療養費などの自己負担額も減
免対象。震災で事業が影響を受けて賃金が激変した
月から標準報酬を改定できる特例措置も設ける。介
護保険では、保険料や利用者負担、食事・居住費の
減免を行う。
　政府は必要額をすでに２０１１年度補正予算案に計上
しており、予算案とともに早期成立を目指す。
（４/２７MEDIFAXより）

社会保障・税番号「要綱」まとまる／政府・
番号制度実務検討会
　政府の「社会保障・税に関わる番号制度に関する
実務検討会」（座長＝与謝野馨社会保障・税一体改革
担当相）は４月２８日、社会保障・税番号要綱をまと
めた。社会保障では医療、介護、年金制度で番号を
利用する方針を示し、番号の具体的な利用範囲とし
て、健康保険・介護保険の被保険者による届け出や
保険料支払い手続きなどを挙げた。６月に公表予定
の社会保障・税番号大綱（仮称）で、拡充した利用
範囲を示す予定だ。政府は２０１１年秋以降、社会保障・
税番号法（仮称）を速やかに国会に提出する姿勢を
示している。検討会委員の大塚耕平厚生労働副大臣
は取材に対し、要綱がまとまったことについて「税
と社会保障の一体改革に向けた重要な一歩だと思

う」と話した。
●２０１４年６月に「番号」交付
　要綱では、番号制度の基本理念として▽社会保障
の給付と負担に関して国民が公平・公正さを実感で
きる社会の実現▽所得水準などの的確な把握によっ
て適切な社会保障給付ができる社会の実現―などを
掲げた。社会保障・税番号法が順調に成立した場合、
政府は１４年６月に個人に「番号」、法人などに「法人
番号」を交付し、１５年１月以降に社会保障・税務分
野に関して可能な範囲で番号の利用を始める予定
だ。
　４月２８日の検討会では、終了後に会見した峰崎直
樹内閣官房参与によると「何かあってもバックアッ
プできるような柔軟性のあるシステム構築を」（大塚
厚労副大臣）、「国民の個人情報に関わるのでシステ
ム発注は国内企業に限るべきでは」（亀井亜紀子・国
民新党政調会長）、「災害時の預金払い戻しなどに利
用できるよう検討してほしい」（和田隆志内閣府政務
官）といった意見が出たという。
（５/２MEDIFAXより）

第１次補正予算が成立／医療施設の復旧など
　東日本大震災の復旧に向けた総額４兆１５３億円の
２０１１年度第１次補正予算が５月２日、参院本会議で
全会一致で可決、成立した。医療施設などの災害復
旧費９０６億円や、医療・介護などの保険料や一部負担
金を減免する１１４２億円などを盛り込んだ。
　細川律夫厚生労働相は本会議の終了後に会見し
「今回の補正予算は、水道や医療施設の復旧支援な
ど、当座に必要な支援策を盛り込んでいる。早急に
確実に実施することに省を挙げて取り組んでいく」
と述べた。（５/９MEDIFAXより）

「医師議連」被災地医療の要望集約／「でき
得る限りの支援全力で」
　医師資格を持つ超党派の国会議員１５人による「適
切な医療を実現する医師国会議員連盟」（会長＝自見
庄三郎金融担当相）が、東日本大震災の医療対策に
ついて、医療関係者からの要望を集めている。議連
は集めた要望の実現を関係省庁に働き掛けるなど
し、被災地の医療に全力で支援をしていくとしてい
る。
●「持続可能で安心の医療取り戻す」
　議連は３月１０日に発足。顧問には坂口力元厚生労
働相（公明）、幹事長には櫻井財務副大臣（民主）が
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就いた。
　設立趣意書では、日本の医療が崩壊の危機を迎え
ていることや、ｉＰＳ細胞やＥＳ細胞を利用した再
生医療の研究の規制など、専門家でなければ解決で
きない問題が山積しているとし、医師の専門的見地
から党派を超えて医系議員が政策提言を行う必要性
を強調。「一日も早く医療が置かれている危機的な現
状を改善し、持続可能で国民が安心できる医療を取
り戻すために、精力的に活動していく会を目指す」
としている。（４/６MEDIFAXより）

　▽顧問　坂口力（公明）▽会長　自見庄三郎
（国民新）▽副会長　鴨下一郎（自民）、渡辺孝
男（公明）、岡本充功（民主）▽幹事長　櫻井充
（民主）▽幹事　阿部知子（社民）、石森久嗣、
仁木博文、吉田統彦、足立信也、梅村聡（以上
民主）、秋野公造（公明）、古川俊治（自民）、森
田高（国民新）

被災開業医に休業補償を／自民・厚労部会
　自民党の厚生労働部会（田村憲久部会長）は４月
２７日、東日本大震災の復旧を支援する２０１１年度第１
次補正予算案について、厚生労働省からヒアリング
した。出席議員からは、地震や津波で建物を失った
り、福島第一原子力発電所の事故で避難を余儀なく
されたりした診療所などに対し、休業補償を求める
意見が上がった。
　石井みどり参院議員は、原発事故で避難を強いら
れている福島県楢葉町と同双葉町の歯科診療所から
寄せられた声を紹介。「労働者向けの支援は（補正予
算案に）あるが、雇用主には何の支援もない。医院
の経営はできない。いつ戻れるか分からないし、見
通しもない。こういう人に対して国はどういう支援
をしてくれるのかという声が寄せられている」と述
べた。
　田村部会長も「問題意識を持たなければならない。
原発だけでなく、津波で流されてしまったところも
ある。医師や歯科医師、薬剤師だけではなく、事業
主全てに共通する問題で、経済産業省ともよく相談
してほしい」と求めた。（４/２８MEDIFAXより）

医療費適正化計画、目標値見直さず／厚労省
が中間評価
　厚生労働省は４月８日、全国医療費適正化計画

（２００８－１２年度）の進捗状況に関する中間評価を公表
した。厚労省保険局医療費適正化対策推進室は、計
画に盛り込まれた１２年度の特定健診・保健指導や平
均在院日数に関する目標値について「現段階では見
直しに足るデータ蓄積がない」として、見直しをし
ない考えを明らかにした。
　医療費適正化対策推進室の城克文室長は、目標値
を変更しない理由について、特定健診・保健指導の
実質的な実施期間が短かったことや、療養病床再編
方針が凍結されたことなどを挙げ「今後の医療提供
体制の効率化などの議論を、１３年度からの第２期計
画で反映させていこうと考えている」と述べた。
　当初計画では計画最終年度の１２年度に、特定指導
の実施率７０％、特定保健指導の実施率４５％、平均在
院日数（介護療養病床を除く）の全国平均を２９.８日
とするなどの目標値を設定していた。
（４/１１MEDIFAXより）

政府、ライフイノベ１９項目を閣議決定／規制・
制度改革
　政府は４月８日、２０１０年秋から検討してきた規制・
制度改革のテーマのうち、東日本大震災発生前に各
府省と大筋で合意していた１３５項目について改革方
針を閣議決定した。ライフイノベーション分野に関
しては、震災で政務官折衝を実施できなかったが、
行政刷新会議事務局のある内閣府と厚生労働省など
の事務方同士で調整していた１９項目を盛り込んだ。
政府は、今回の閣議決定を見送ったテーマについて、
各府省と協議を続けていく姿勢だ。
●無過失補償制度から「ワクチン」消える
　ライフイノベーション分野では、医療行為の無過
失補償制度と、補償を受けた際の免責制度について
１１年度中に検討を始める方針が盛り込まれた。行政
刷新会議「規制・制度改革に関する分科会」が１月
下旬に示した中間取りまとめは、無過失補償制度の
対象として保険診療全般と「医薬品副作用救済制度
の対象となっていないワクチン」を挙げていたが、
閣議決定では保険診療全般だけが残った。
　国内で承認されているワクチンであれば、定期接
種ワクチンには予防接種法による救済制度、任意接
種ワクチンには医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）
法による救済制度がある。このため医薬品副作用救
済制度の対象になっていないワクチンは「存在しな
い」というのが厚労省の立場だ。中間取りまとめの
記述に「事実誤認がある」と厚労省側が行政刷新会
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議側に伝えたところ、ワクチンに関する記述は消え
たという。
　しかし、任意接種に関する補償額は定期接種より
も低く、ワクチンの救済制度は一律ではない。また、
補償を受けた際の提訴権を制限するなどの免責制度
も設けられていない。政府関係者は「ワクチンに関
する免責制度を検討することは厚労省にとっても悪
い話ではなかったはずだ。中間取りまとめの文章を
まとめた行政刷新会議側の担当者は制度をよく理解
していなかったのではないか」と語る。
（４/１１MEDIFAXより）

被災地の開業医支援「阪神淡路を参考に」／
大塚厚労副大臣
　大塚耕平厚生労働副大臣は４月１２日の参院厚生労
働委員会で、東日本大震災で被災した開業医への支
援について「阪神淡路（大震災）の時（の対応）を
参考にしつつ、今回の被害に見合った対策を講じな
くてはいけない。１次医療圏の復旧は今までの発想
ではできないかもしれないので、しっかり対応した
い」と述べた。共産党の田村智子議員の質問に答え
た。
　田村議員は、阪神淡路大震災後の医療施設近代化
施設整備事業などによる医療機関への支援が限定的
だったと指摘。「阪神淡路の時に足りなかったことは
何なのかという視点に立って、開業医への支援策を
講じてほしい」と訴えた。（４/１３MEDIFAXより）

食事療養費など自己負担免除へ／厚労省、震
災の特別立法で
　厚生労働省は４月１３日、東日本大震災の復旧を支
援する特別立法案と２０１１年度第１次補正予算案の概
要を民主党厚生労働部門会議に示した。特別立法案
では、医療機関や社会福祉施設などの災害復旧に対
する国庫補助率の引き上げを盛り込むほか、医療費
の窓口負担を免除された人について、入院時の食事
療養費や生活療養費などの自己負担を免除する方
針。医療保険の標準報酬の改定や保険料の免除でも
特例を設ける。
　医療保険関係では、窓口負担の免除を受けた人に
ついて▽入院時食事療養費▽入院時生活療養費▽保
険外併用療養費▽療養費・特別療養費―の自己負担
額を免除。被用者保険について、保険料を免除した
り、震災で事業が影響を受けて賃金が激変した月か
ら標準報酬を改定したりすることができる特例措置

を設ける。国保と後期高齢者医療の保険料免除につ
いては、現行法で対応する。
　介護保険関係では、利用者負担を市町村が免除す
るほか、介護保険施設などの食費や居住費を減免。
保険料の免除については、現行法で対応可能という。
　災害復旧費に対する国庫補助の引き上げは、医療
機関（現行２分の１）や保健所（同）、社会福祉施設
（現行２分の１、３分の１）などが対象。阪神・淡路
大震災の特別立法では、最大３分の２まで補助率を
引き上げている。
　補正予算案では、公的医療機関や救命救急センタ
ー、特別養護老人ホームなどの災害復旧や、保険料
や窓口負担の減免などを盛り込んでいる。
　部門会議は４月１３日の会合で、特別立法案と第１
次補正予算案を了承した。政府は月内の国会提出を
目指している。（４/１４MEDIFAXより）

医薬品在庫量に「適切な対応する」／大塚副
大臣
　厚生労働省の大塚耕平厚生労働副大臣は４月１３日
の衆院厚生労働委員会で、医療機関の医薬品在庫量
について「今回のような大きな災害で、直後の急性
期対応などが長期化する場合、１－２週間分の在庫
量では不十分。実態に即して適切な対策を考えさせ
ていただく」と述べた。自民党の阿部俊子氏の質問
に答えた。
　阿部氏は東日本大震災に関連して質問。医療機関
は非常に厳しい経営環境の中にあり、経営効率化の
ために医薬品の在庫量を押さえているとし「これで
は災害時に対応できない」と述べた。
（４/１４MEDIFAXより）

災害拠点病院の在り方検討へ／大谷医政局長
　厚生労働省の大谷泰夫医政局長は４月１３日の衆院
厚生労働委員会で、東日本大震災に関連し「災害拠
点病院でも、燃料不足や通信機能が十分でない所も
あった。今回の教訓を踏まえて十分に検討していき
たい」と述べた。自民党の阿部俊子氏の質問に答え
た。
　災害拠点病院は、阪神淡路大震災をきっかけに整
備された。大谷局長は「今回の震災では災害拠点病
院の建物に倒壊などはなく、各施設が精いっぱいの
医療に当たっていただいた」と感謝した上で、「未曽
有の大震災で露呈したこともある。今後の拠点病院
の整備の中で検討したい」と語った。２０１０年度まで
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に７１.５％にする目標を立てている災害拠点病院の耐
震化率については「調査中だが７２％には至ってない
と思う」とした。
　阿部氏は質問の中で、災害拠点病院について「条
件がやや甘い」とし、必要な物資や、自家発電燃料
の調達計画などを入れるべきだと迫った。
（４/１４MEDIFAXより）

特定看護師試行、委員の現地視察も検討／チ
ーム医療推進会議
　厚生労働省のチーム医療推進会議（座長＝永井良
三・東京大大学院医学研究科教授）は４月１８日、特
定看護師（仮称）業務試行事業の指定施設で行われ
る事業内容について、施設の担当者らから報告を受
けた。各施設が自らの取り組みを適正に評価し、厚
労省への報告書に反映させるため、同会議の委員ら
が現地を訪れるなどの対応を検討することでまとま
った。永井座長は会議後、取材に「どういう体制で
できるかについて厚労省の意見を聞きたい」と答え
た。
　同事業は、施設が「特定看護師養成調査試行事業
実施課程（修士・研修）」を修了した看護師を受け入
れ、修得した業務や行為を実際に試行させることが
できる。指定を受けた施設は７月と１１月、年度末の
計３回、事業の評価をまとめた報告書を提出しなけ
ればならない。厚労省は４月１３日に開かれた「チー
ム医療推進のための看護業務検討ワーキンググルー
プ（ＷＧ）」で、申請に関する審査を済ませた４施設
を明らかにしたが、１施設が申請を取り下げたため、
この日は医療法人小寺会（大分県）の佐伯中央病院
と介護老人保健施設「鶴見の太陽」、飯塚病院（福岡
県）の取り組みについて意見を交わした。
　各施設が示す報告書は、特定看護師が担うことに
なる「特定の医行為」に関する議論に活用するため、
施設が自らの取り組みを適正に評価できる方法をど
のように担保するかについて意見が出た。「仲間（施
設）が仲間（看護師）を適切に評価できるか」（半田
一登委員＝日本理学療法士協会長）、「第三者評価で
やることが重要ではないか」（堺常雄委員＝日本病院
会長）などの意見を踏まえ、施設の取り組みに理解
を深めるために現地視察を行う案などが出た。
　永井座長は会議後、「今後、具体的に何ができるか
検討する」と前置きした上で「とにかくＷＧや会議
のメンバーが現地に行って見てくる。各施設でどの
ように行われているか、現場を見れば分かるはず。

われわれが必要と感じた注文を出したい」と述べ、
現地入りを視野に入れた対応を示した。
（４/１９MEDIFAXより）

岩手・宮城・福島に上限１２０億円確保／地域医
療再生基金
　厚生労働省医政局は２０１０年度補正予算で２１００億円
を拡充した地域医療再生基金（地域医療再生臨時特
例交付金）について、東日本大震災で被害甚大な岩
手県・宮城県・福島県の３県向けに交付額の上限で
ある１２０億円を確保することを決め、４月１５日、医政
局長通知として都道府県知事に通知した。
　また、５月１６日としていた地域医療再生計画案の
提出期限について、被災３県では１１月１６日をめどに
提出することとして６カ月の延長を認めるなど柔軟
に対応していく構えだ。３県以外の都道府県の提出
期限についても期限延長の要望を受けて６月１６日ま
で延期した。（４/１９MEDIFAXより）

周辺住民の被ばく線量、データベース化／細
川厚労相が方針
　細川律夫厚生労働相は４月１８日の参院予算委員会
で、東京電力福島第一原子力発電所の事故に関連し
「作業に従事する労働者や周辺住民について、データ
ベースをしっかり構築していかなければと考えてい
る」と述べ、原発の復旧作業に従事する作業員や周
辺住民の健康管理のため、被ばく線量や健康状態を
データベース化する方針を示した。加藤修一氏（公
明）の質問に答えた。
　細川厚労相は「放射線量をできるだけ正確に推定
し、評価することは、今後の住民の健康管理に資す
るもの」と指摘。避難経路や避難にかかった時間、
事故後の行動などを基に、被ばく線量を推定・評価
する手法について、政府の原子力災害対策本部・原
子力被災者生活支援チームで検討しているとした。
（４/１９MEDIFAXより）

無償提供医薬品も保険請求可能に／厚労省
　厚生労働省保険局は４月２０日付で、東日本大震災
に関連する診療報酬上の取り扱いについて、疑義解
釈の第３弾を地方厚生局と都道府県宛てに事務連絡
した。その中で、被災地の医療機関は無償提供され
た医薬品を保険請求できるとの認識を示した。震災
の混乱の中では、医療機関が購入した医薬品と無償
提供された医薬品の区別が困難なため。
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　訪問看護関連では、避難などの影響で被災前と同
等のサービスを受けられなくなった場合に、従来の
訪問看護ステーションと、他の訪問看護ステーショ
ンが連携してサービスを提供しても訪問看護療養費
を算定できることとした。その際、主治医は連携先
のステーションに対してあらためて訪問看護指示書
を交付する必要がある。（４/２２MEDIFAXより）

計画的避難区域も自己負担免除／厚労省
　東京電力福島第一原子力発電所事故の影響で政府
が４月２２日に「計画的避難区域」と「緊急時避難準
備区域」を設定したことを受け、厚生労働省保険局
も、これらの地域住民の一部負担金などを免除する
ことを健康保険組合、地方厚生局、都道府県宛てに
事務連絡した。これまでは原発から半径３０㎞圏内の
住民に対して自己負担を免除する特例措置を行って
きたが、その対象地域を広げた。福島県飯舘村（全
域）、川俣町の一部（山木屋地区）、葛尾村（全域）、
浪江町（全域）、南相馬市の一部が対象になる。
　一方、原発から半径３０㎞圏内にある福島県いわき
市の一部は、逆に政府の緊急時避難準備区域から外
れたものの、厚労省は３０㎞圏内であれば、引き続き
一部負担金などを免除するとしている。
　自己負担が免除されるものは以下の通り。▽一部
負担金▽食事療養標準負担額▽生活療養標準負担額
▽保険外併用療養費に係る自己負担額▽訪問看護療
養費に係る自己負担額▽家族療養費に係る自己負担
額▽家族訪問看護療養費に係る自己負担額。
（４/２５MEDIFAXより）

緊急雇用創出事業で保健医療人材確保へ／厚
労省の震災対応
　厚生労働省は４月２２日、東日本大震災被災地での
保健医療提供体制の確保に向け、医政局・健康局・
医薬食品局の３局連名で都道府県に事務連絡を発出
し、都道府県に交付している基金（緊急雇用創出事
業臨時特例交付金）を使って、被災した保健医療従
事者（医師・歯科医師・薬剤師・看護職員ら）の雇
用確保や保健医療提供体制の確保に基金を活用する
よう通知した。
　対象となる事業は▽被災地などの医療機関・薬局・
仮設診療所や保健所・市町村保健センターでの雇用
▽被災医療機関などで研修を受けながら、出産・子
育てによって離職中となっている被災保健医療従事
者の雇用▽被災医療機関などで事務職員としての研

修を受けながら、医療機関などでの就業経験がない
被災者の雇用―など。（４/２５MEDIFAXより）

オンライン請求不能時の猶予届、８月まで免
除／厚労省
　厚生労働省保険局総務課保険システム高度化推進
室は４月２２日、東日本大震災によりレセプトコンピ
ュータなどが破損し電子化請求できない場合の取り
扱いを社会保険診療報酬支払基金宛てに事務連絡し
た。震災の影響でオンライン請求できなくなり、や
むを得ず紙で診療報酬を請求する場合には、通常は
毎月、猶予届を提出する必要がある。今回の事務連
絡では、紙に切り替えて申請することを１度でも届
け出た場合、８月１０日の診療報酬請求時までは２度
目以降の猶予届を免除することにした。
（４/２５MEDIFAXより）

特定看護師業務試行事業、３施設でスタート
／厚労省
　厚生労働省は４月２６日、２０１１年度から始まった特
定看護師（仮称）業務試行事業を実施する３施設を
指定した。今後も申請を受け付け、安全管理体制な
どの審査を経て指定施設を増やす。
　指定を受けたのは飯塚病院（福岡県）と、医療法
人小寺会（大分県）の佐伯中央病院、介護老人保健
施設「鶴見の太陽」。飯塚病院は日本看護協会看護研
修学校（救急）を修了した看護師を、小寺会の２施
設は大分県立看護科学大大学院（老年）で学んだ看
護師をそれぞれ１人ずつ受け入れた。
　同事業は特定看護師の業務範囲などを検討するた
めに必要な情報を集める取り組み。特定看護師養成
調査試行事業の実施課程（修士・研修）を修了した
看護師の受け入れ先を実施施設として指定し、対象
看護師が医療現場で習得した業務を実践する。
（４/２７MEDIFAXより）

対象期間過ぎても定期接種として実施可／震
災で特例措置
　東日本大震災発生の影響で、定期予防接種の対象
年齢を過ぎてしまったり、複数回接種が必要な接種
で接種間隔が過ぎてしまった人について特例措置を
講じるとして、厚生労働省健康局結核感染症課は４
月２５日、各都道府県に対し事務連絡した。
　定期予防接種の対象年齢を過ぎてしまった場合
は、東日本大震災発生日から６カ月程度の間、定期
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の予防接種を受けられることとし、複数回接種が必
要なジフテリア、百日咳、破傷風、日本脳炎では接
種間隔を過ぎてしまっても定期接種とみなす。
　必要な政省令の改正を行い５月に公布・施行する
こととしているが、３月１１日にさかのぼって適用す
る予定であることから、厚労省は「実施主体の市町
村では、政省令の公布を待たずに定期接種の対象者
に予防接種を実施して差し支えない」としている。
（４/２７MEDIFAXより）

特定看護師の業務・行為を例示／厚労省がた
たき台
　厚生労働省は４月２７日、「チーム医療推進のための
看護業務検討ワーキンググループ」（ＷＧ、座長＝有
賀徹・昭和大医学部救急医学講座教授）に、「特定看
護師（仮称）によって実施されるべき業務・行為」
の例を示した。今後の議論のたたき台として示した
もので、特定看護師業務試行事業の進捗状況などを
参考に検討を進める。
　例示した業務・行為は「看護師が行う医行為の範
囲に関する研究班」（主任研究者＝前原正明・防衛医
科大教授、ＷＧ委員）の看護業務実態調査で、看護
師がすでに行っている割合が１０％以下だったもの
や、特定看護師養成調査試行事業の実施先の取り組
みを参考に抽出した。
　急性期で行うものとしては▽抗不整脈剤の投与▽
一時的ペースメーカーの操作・管理▽経口・経鼻挿
管チューブの挿管・抜管▽胸腔ドレーンの抜去▽麻
酔薬の投与など。慢性期・在宅は▽胃ろう・腸ろう
のチューブ・ボタンの交換▽嚥下内視鏡検査の実施
▽創傷の陰圧閉鎖療法の実施▽褥瘡の壊死組織のデ
ブリードマン▽副腎皮質ステロイドの投与（局所注
射）─などを示した。
　一般の看護師が実施可能な業務・行為も示した。
医療現場などでトレーニングを積むことで実施する
のが望ましいものには、研究班調査で医師が「今後、
看護師が実施可能」と答えた割合がおおよそ７０－
８０％だったものを抽出し▽心停止患者への電気的除
細動の実施▽創傷被覆材（ドレッシング材）の選択・
使用▽酸素投与の開始・中止・投与量の調整の判断
─などを挙げた。
　今後、通知で対応が可能と想定される業務・行為
は、医師の回答で「今後、看護師が実施可能」と答
えた割合が８０％以上だったものから選び▽１２誘導心
電図検査の実施▽低血糖時のブドウ糖投与（経口ま

たは静脈内投与）▽動脈ラインからの採血─などと
した。
　今回示した業務や行為は例の一部で、それぞれの
振り分けは今後の議論によって柔軟に変更する見通
し。
●「認定」「専門」の業務実態を把握へ／厚労省
　今後の特定看護師が担う業務・行為の検討に併せ、
複数の委員から、専門看護師と認定看護師の位置付
けを議論するよう求める意見が出た。事務局の厚労
省医政局看護課はそれぞれの資格を持つ看護師が現
場で実践している業務・行為の把握に取り組むとし
た。
　星北斗委員（財団法人星総合病院理事長）は「認
定看護師らが特定の医行為の一部を行っているかも
しれない。（認定看護師らが）特定の医行為に対して
どのような役割を担っているのかを理解すべき」と
提案。井上智子委員（東京医科歯科大大学院教授）
も厚労省が例示した特定看護師が担うと想定される
業務・行為について「専門看護師が行為のかなりの
部分をやっているはずだ」と指摘した。
（４/２８MEDIFAXより）

災害拠点病院の要件見直し明言／岡本政務
官、１１年中に結論
　厚生労働省の岡本充功政務官は４月２７日の衆院厚
生労働委員会で、災害拠点病院の指定要件を見直す
ことを明確にした。見直しで想定しているのは、自
家発電の燃料や医薬品の備蓄、衛星電話など通信手
段の確保、施設の耐震性などの要件。現在進めてい
る医療計画の見直し作業に合わせて議論を進め、
２０１１年中に結論を出す。
　岡本政務官は医薬品の備蓄について「急性期も慢
性期も、さまざまな疾患の患者が来ることが想定さ
れるし、災害時に特段必要になる薬もある。インス
リンや向精神薬も含め、需要のあるものを調査して
検討したい」と述べた。
　自民党の阿部俊子氏の質問に答えた。
（４/２８MEDIFAXより）

被保険者証再交付手続きを連絡／後期高齢者
医療で厚労省
　厚生労働省保険局高齢者医療課は４月２７日、東日
本大震災で被災した後期高齢者への被保険者証の再
交付手続きについて都道府県に事務連絡し、市町村
に周知するよう要請した。被保険者証を失い、本人
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であることを確認できない場合は、世帯構成や被災
する前の住所、同居していた人の氏名など、本人で
なければ知り得ない事柄を口頭で確認するよう求め
た。被災者が過去１年間に受診した医療機関の名前
や、高額療養費の振り込み先、保険料の口座引き落
とし先の金融機関名なども聞き取り、被保険者証再
交付申請書に記録することとした。
　代理人が被保険者証の再交付を申請する場合は、
これらの聞き取りに加えて、代理人の本人確認書類
と、委任状、被災者と代理人の関係を示す書類の提
示も求めることとした。
　郵送で被保険者証を再交付する場合も、電話で本
人確認を行うこととした。（４/２８MEDIFAXより）

外国人受け入れ認証制度、実施団体はニチイ
学館
　厚生労働省は４月２８日、２０１１年度から開始する「外
国人患者受け入れ医療機関認証制度」の実施団体と
して、医療事務などの医療機関運営業務を受託する
ニチイ学館（齊藤正俊社長）を選定したことを明ら
かにした。
　厚労省は政府が１０年６月に閣議決定した新成長戦
略を受け、外国人患者を受け入れる医療機関の質を
確保するための第三者認証制度の整備に向けて実施
団体を公募した。３月１８日の応募書類の提出期限ま
でに、同社を含む数団体が応募していた。
　選定結果を受けてニチイ学館広報課は本紙の取材
に「外国人受け入れ医療機関認証制度を整えるべく、
国内医療機関の体制づくりの一環として、安心して
利用できる環境を整備していきたい」と応えた。
（５/２MEDIFAXより）

麻しん・風しん、高校２年も定期接種対象者
に／施行令を改正
　２０１２年の麻しん排除に向けて、厚生労働省は１１年
の麻しん・風しん定期接種第４期（高校３年生相当）
の対象者に高校２年を追加するため、予防接種法施
行令の改正を行う。施行令の改正は５月下旬にも公
布・施行の見通しだ。
　ＷＨＯ（世界保健機関）は、１２年までに西太平洋
地域で麻しんを排除するという目標を定めており、
日本でも麻しん排除に向けた取り組みが進んでい
る。海外へ修学旅行や研修などに行く高校生による
麻しんの海外への持ち出しや持ち込みなどを防止す
るため、１１年度は高校２年生について定期接種の対

象に含める。
　麻しんの予防接種は一般的に麻しん・風しんの混
合ワクチンが使用されることから、風しんについて
も同様に高校２年生を定期接種の対象とする。
●日本脳炎、７歳半－９歳未満・１３－２０歳未満も対
象へ

　今回の予防接種法施行令の改正で、日本脳炎予防
接種についても、０５－０９年度の積極的勧奨の差し控
えによって接種機会を逃した人で、定期予防接種の
対象に該当しない▽７歳６カ月以上９歳未満▽１３歳
以上２０歳未満―について、定期の予防接種の対象と
する。（５/２MEDIFAXより）

被災者の一部負担金、証明書で全額免除／期
間は１２年２月末まで
　厚生労働省は「東日本大震災に対処するための特
別の財政援助及び助成に関する法律」が施行された
ことを受け、一定の要件に該当する被災者の一部負
担金は各保険者が発行する「免除証明書」で免除で
きるとする政令と省令を定め、内容について周知す
るよう都道府県知事宛てに施行通知を発出した。一
部負担金が免除となるのは２０１２年２月２９日まで。免
除証明書は、医療機関や薬局で被保険者証と併せて
提示することとした。
　証明書発行の要件は▽１１年３月１１日時点で特定被
災区域に住所を有しており、生計維持者が死亡、傷
病、行方不明▽原子力災害対策特別措置法による立
ち退き、屋内退避などを行っている－など、基本的
にはこれまで発出した事務連絡などで定めた一部負
担金などの支払い猶予の対象となる要件内容を踏襲
した。（５/９MEDIFAXより）

電力制限「大学病院は適用除外を」／文科省、
政府対策本部に提示
　文部科学省は、東日本大震災による東京電力、東
北電力管内の夏場の大幅な電力不足対策への対応を
検討してきた結果、「大学病院については、一律の使
用制限の適用除外」とする回答を、政府の電力需給
緊急対策本部に提示した。文科省高等教育局医学教
育課の新木一弘課長は４月２８日、本紙の取材に答え、
大学病院については一律の使用制限の適用除外を求
める方向で折衝を始めたとした。特に被災地につい
ても、復興を促進する観点から、一律の使用制限の
適用除外とするよう強く求めている。
（５/２MEDIFAXより）
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新人研修医に総合オリエンテーション／京都
府医
　京都府医師会（会長＝森洋一）は４月２日、京都
府内の病院で２０１１年度から臨床研修をスタートさせ
る研修医を対象に「研修医総合オリエンテーション」
を開催した。都道府県医師会が地域の研修医を一堂
に集めてオリエンテーションを行う試みは例がな
く、この日は府内の約２６０人の新人臨床研修医のうち
２０施設近くから１８０人が参加した。
　京都府医は、今後も医師会主催のオリエンテーシ
ョンを毎年行うほか、新人研修医をグループ分けし、
４月１日に開所した医療トレーニングセンターを使
ったシミュレーション・トレーニングなども年間４
回ほど行う検討を進めている。
　オリエンテーションでは、患者とのコミュニケー
ションの在り方、医師の法的責任と医事紛争の動向、
保険診療のルール、医療安全対策の基本などのほか、
医療トレーニングセンターでの救急蘇生やチーム医
療の体験コースも行った。講師は、民間の専門家の
ほか、森会長、安達秀樹副会長、府内の病院関係者
などが務めた。
　「地域医療活動と医師会活動」と題してレクチャー
した森会長は、日本の医療制度、医師会の存在意義
などについての理解を求めたほか、府医がつくった
医療トレーニングセンターなどの積極活用も促し
た。「医の理念」に触れる中で、自らがかつて委員長
を務めた日本医師会「医師の団結を目指す委員会」
の草稿を示して理解を求めたほか、「医師の育成には
大きな国家投資が行われており、その行動には一定
の制約がある」として、厳しい自己規律の必要性も
強調した。また、今後は診療所での研修活動も強化
したいとの意向を示し、開業医による指導医の資格
取得を推進する対応策にも本腰を入れるとした。
●顔の見える連携づくりへ
　森会長は本紙に対し、総合オリエンテーション開
催の試みについて「小さな組織の中だけで研修が終
わると、根無し草の医師育成に終わってしまう懸念
がある。研修医時代に施設を超えた顔の見える横の
連携をつくり、それが地域医療に反映されるように
したい」と意欲を語った。この日のオリエンテーシ
ョンでは、メーリングリストの登録も行い、同日だ
けで半数近くの研修医が登録した。
（４/５MEDIFAXより）

チラーヂン代替品、４月８日から出荷／あす
か製薬
　あすか製薬は４月８日から、後発医薬品外資のサ
ンドが甲状腺ホルモン製剤「チラーヂン」の代替品
として緊急輸入した「レボチロキシンNa錠５０μg『サ
ンド』」を出荷すると発表した。サンドが輸入したの
は８６万８００錠。今後５週間以内に国内での月間使用数
量に相当する約５０００万錠を確保する。
　東日本大震災であすか製薬は、チラーヂンを製造
するいわき工場が被災。安定供給に不安が生じてい
ることから、厚生労働省が代替品の輸入をサンドに
要請した。あすか製薬が販売し、武田薬品工業が流
通を担う。
　いわき工場の生産体制についてあすか製薬は、医
療現場で使用されているチラーヂンの大部分を占め
る「チラーヂンＳ錠５０」を最優先にして生産・出荷
を再開させている。４月下旬には通常の生産体制に
復帰できるよう計画を進めるという。一部が稼働し
ているいわき工場からの出荷と緊急輸入品、委託製
造を合わせることで、４月中旬に通常の出荷量を目
指す。（４/８MEDIFAXより）

ＮＣＣが健診と被ばく量測定を提案／福島在
住者対象に
　国立がん研究センター（ＮＣＣ）の嘉山孝正理事
長は４月１４日、緊急記者会見を開き、福島第一原子
力発電所周辺に在住する若年層などを対象とした定
期健診と被ばく量測定を国や福島県などに提案する
と発表した。嘉山理事長は「福島の方々の不安を解
消したい」と述べ、ＮＣＣとしてできる限りの対応
をしていくとした。
　原子力安全委員会の発表によると、東日本大震災
発生後、一部地域で積算被ばく量が２０ミリシーベル
トを超えた。嘉山理事長は会見で「１回の被ばく量
が１００ミリシーベルト以下の場合に、健康へ影響が出
るというエビデンスはない」としつつも、「福島県民
の方は被ばくに関して不安を持っていることから、
個人の被ばく量と健康状態を診察することを提案す
る」とした。
　ＮＣＣが提案しているのは、福島県在住の人を対
象に▽経済的支援を含む定期的な健診の実施▽個人
線量計による積算被ばく量の測定機会の提供▽積算
被ばく量の測定を受けてのアドバイス。
　外部被ばくの測定には、医療従事者が使用してい
る「ガラスバッジ（フィルムバッジ）」を配布し測定
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する。ＮＣＣによると、バッジは現在、国内４社で
年４４万人分が生産されており、２万人分のバッジを
入手できる見通し。１回の測定には１人当たり３０００
円程度の費用がかかり、２万人が年４回（１年間）
測定すると、２.４億円の費用が必要になるとしてい
る。（４/１５MEDIFAXより）

診療報酬の被災地別建て「すべきでない」／
中医協・安達委員
　中医協診療側の安達秀樹委員（京都府医師会副会
長）は４月１６日、取材に応じ、東日本大震災の被災
地域の診療報酬は「復興診療報酬」として別建てに
すべきとの意見が医療関係者の間で浮上しているこ
とを危惧し、「１物２価はすべきでない。復興支援は、
補助金で支援すべき側面が強く、公定価格である診
療報酬での評価には限界がある」と述べ、非常事態
の今こそ冷静な対応をすべきだと強調した。
●規制改革閣議決定「どさくさ紛れ」
　また、政府の社会保障・税一体改革に関する検討
や厚生労働省で社会保障のあるべき姿が検討されて
いるにもかかわらず、医療提供体制に大きな影響を
与える「規制・制度改革に係る方針」が閣議決定さ
れたとし「まさに大震災の混乱に乗じて、どさくさ
紛れの閣議決定と言わざるを得ない」と、国民皆保
険の堅持に強い懸念を示した。
　今回の閣議決定では「剰余金の配当」の文言はな
くなったものの、「医療法人の再生支援・合併におけ
る諸規制の見直し」として①医療法人と他の法人の
役職員を兼務して問題ないと考えられる範囲の明確
化を図る（２０１１年度措置）②医療法人が他の医療法
人に融資または与信を行うことを認めることの必要
性について検討する（１１年度検討、結論）③法人種
別の異なる場合も含めた医療法人の合併に関するル
ールの明確化や、医療法人が合併する場合の手続き
の迅速化について検討する（１１年度検討、結論）─
と明記した。安達氏は、これらについても十分な議
論がされないままに、医療法人への営利企業参入の
可能性を残していると問題視した。
　行政刷新会議「規制・制度改革に関する分科会」
の「中間とりまとめ」の段階では、「医療分野におけ
る制度改正の方向性」として「予防医療も含めて真
に国民に必要な医療を整理し、公的保険の適用範囲
を再定義することが必要」とも言及していた。安達
氏は「再び、混合診療推進派の台頭かと思わせるよ
うな記述には、十分注意が必要だ」と指摘している。

●コスト調査で診療報酬の文化変わる
　一方、中医協・医療機関のコスト調査分科会の
「基本診療料のコスト構造の把握に関するワーキン
ググループ」が、入院基本料の短期的なコスト調査
の実施は技術的に難しいとしていることに対して
「コスト調査は今までの診療報酬の決め方の文化を
変えていくことに等しい。５０年、１００年の体系を変え
ていくかどうかの議論だということを十分認識しな
いといけない」と述べ、短期間で結果が出る調査で
はないとした。
　その上で「中医協は医療費の評価・配分をする場
であり、診療報酬の普遍的な根幹である基本診療料
にコストエビデンスの考え方を導入すべきだと考え
ている」と説明。コスト調査をめぐる多岐にわたる
検討課題については、診療側委員でも検討していく
ことになるとの見通しを示した。
（４/１９MEDIFAXより）

リハ支援関連１０団体、合同事務局が正式発足
　日本リハビリテーション医学会などリハビリ関連
５団体を中心とした「東日本大震災リハ支援関連１０
団体総合戦略会議」（代表＝浜村明徳・日本リハビリ
テーション病院・施設協会長）は４月１８日、被災地
支援のための合同事務局を正式に発足させ、東京都
内で初会合を開いた。リハビリ支援１００日体制を敷い
て活動する際の具体的な内容を整理したほか、１０団
体によるシンクタンク機関（責任者＝里宇明元・日
本リハビリテーション医学会理事長）の設置などを
決めた。
　支援活動の内容は▽避難所の高齢者と障害者のリ
ハビリニーズ選定▽避難所、仮設住宅、自宅などへ
のリハビリ医療機能の支援（回復期リハビリ患者の
引き受けなども含む）▽地域の医療・介護保険など
のサービスや地域支援ネットワークとの連携・引き
継ぎ▽地域でのリハビリサービス創設の支援－な
ど。（４/１９MEDIFAXより）

適応外使用、８０４事例を検討／支払基金
　厚生労働省は４月２０日の中医協総会で、社会保険
診療報酬支払基金の審査情報提供検討委員会で検討
している医薬品の適応外使用の状況について説明し
た。２０１０年秋以降、学会から要望があがった事例が
８０４例あったことを明らかにした。
　医薬品の適応外使用を例外的に認めるいわゆる
「昭和５５年通知」に基づき、検討委で「専門的見地か
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ら広く適応外使用が認められている」と認められた
場合は、審査情報として公表している。
　８０４事例のうち２０３例は、再審査期間の未終了や国
内未承認など、５５年通知の対象とならないとして除
外。重複事例を整理した５６３例について、審査情報と
して公表するかどうかを検討していると説明した。
　一方、２００９年に検討対象となったのは８２６例だった
ことも明らかにした。このうち２１８例は５５年通知の対
象から除外され、５７５例については「対象とはなるが
審査情報として提供するのは妥当でない」と判断さ
れた。３３例は審査情報として公表されている。
　診療側委員は０９年に公表されなかった事例につい
ても「公表すべき」と主張。一方、支払い側の白川
修二委員（健保連専務理事）は「われわれも審査の
支部間格差解消は訴えているが、医師によって治療
法に関する見解が異なる場合もある」として慎重な
対応を求めた。
　また、診療側の安達秀樹委員（京都府医師会副会
長）は、国保連の対応に関して「都道府県レベルま
で情報が伝わっていないようだ」と訴え、都道府県
国保連にも国保中央会から情報の伝達を徹底するよ
う求めた。（４/２１MEDIFAXより）

社会保障支出の増加抑制を／ＯＥＣＤの対日
報告書
　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は４月２１日、日本
の財政状況や経済見通しを分析した２０１１年版の対日
審査報告書を公表した。日本の財政は「極めて厳し
い状況に達している」とし、社会保障支出の増加抑
制策が優先事項になると指摘。財政健全化に向け、
将来的には「消費税率を２０％相当まで引き上げるこ
とが求められるかもしれない」と強調した。
　社会保障について報告書は、安定財源を確保する
必要性を指摘し「医療、介護分野における改革など
を通じた社会保障支出の増加抑制策が優先事項とな
る」とした。その上で▽介護サービスについて、病
院からより適切な介護施設へのシフトを促す▽診断
群分類の改革により、支払い方式の改善を図る▽後
発医薬品の利用を拡大する▽専門医による不必要な
診断を減らすため、ゲート・キーパー制を導入する
―を提言した。
　財政をめぐっては、ＧＤＰ比で２００％まで増加した
日本の公的債務残高は「未知の領域」と指摘。消費
税率は欧州平均並みの２０％まで引き上げることにな
るとの見通しを示し、「１１年度中に税制改革の詳細を

公表し、増税はできるだけ早く始めるべき」と強調
した。
●「混合診療拡大を」／経済成長へ改革求める
　政府の新成長戦略については「医療・介護も潜在
的な成長源となる」とする一方、大部分が公的財源
で賄われていることを踏まえれば「現行の枠組みの
下で支出を増やすことは財政状況を悪化させる」と
の見方を示した。
　その上で「公的保険の対象とならない診療をより
安価で利用可能なものとするため混合診療の範囲を
拡大する一方、すべての必要な診療を対象とすると
いった公的医療保険の目標は、少しその野心を抑え
なくてはならないかもしれない」と指摘した。
（４/２２MEDIFAXより）

日医、同時改定「見送り」求める方針／代議
員会はまとまらず
　日本医師会は４月２４日、日医会館で定例代議員会
を開き、２０１２年度に予定される診療報酬と介護報酬
の同時改定について、執行部として政府に見送りを
求める方針を代議員に示した。ただ、改定見送りを
盛り込んだ決議文の文案については代議員の間で意
見が割れ、まとまらなかった。横倉義武、中川俊男
両副会長は代議員会後に会見し「全ての意見を勘案
して執行部として今後どういう方針を取ればいいの
か熟慮していきたい」と述べた。ただ、執行部とし
て見送りを求める方針に変更はないと強調した。
（４/２５MEDIFAXより）

「医療界オールジャパンで支援」／被災者健康
支援連絡協が発足
　日本医師会など医療関連７団体は４月２２日、東日
本大震災の被災者への医療提供を支援する「被災者
健康支援連絡協議会」を発足した。代表の原中勝征・
日医会長らが厚生労働省で会見し、医療界の「オー
ルジャパン」で震災支援に臨む姿勢を示した。今後、
事務局機能を整備し、他団体にも参加を呼び掛ける。
　発足に参加したのは日医のほか、日本病院会、全
日本病院協会、全国医学部長病院長会議、日本歯科
医師会、日本看護協会、日本薬剤師会の７団体。官
邸の被災者生活支援特別対策本部の下に設置した。
日医以外の各団体のトップが副代表を務める。
　原中会長は「専門的な意見が政府に通じる道が開
けた。国民、被災者のために一生懸命に知恵を出し
合いながら政府に進言していきたい」と意気込みを
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語った。児玉孝・日薬会長は「医療関係職種が一堂
に会した場をつくったことは大きな意味がある。被
災者のニーズにスムーズに対応できる」と結束を強
調した。（４/２５MEDIFAXより）

支払い業務の一元化、７月実施へ／支払基金
　社会保険診療報酬支払基金は４月２５日の定例会見
で、資金管理業務の本部一元化について７月から実
施する見通しを明らかにした。当初は４月を予定し
ていたが、東日本大震災の影響で延期となっていた。
　資金管理業務を本部へ一元化した後は、全保険者
からの収納業務と、全医療機関への支払い業務は、
みずほ銀行を通じて実施する。２０１１年５月診療分（７
月２１日支払い）からの開始を予定している。ただ、
３月中旬にみずほ銀行でシステム障害が発生したこ
とから、支払基金は「みずほ銀行のシステム障害に
関わる再発防止策を適切に判断することが大前提に
なる」としている。
　資金管理業務の本部一元化は、支部で行っている
診療報酬などの収納・支払いに関する業務を本部で
一元的に処理することで、業務処理の効率化を図る
のが目的。（４/２６MEDIFAXより）

精神疾患の入院患者、迅速な避難に課題／大
震災で
　東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所事
故をきっかけに、精神科病床に入院する患者を即座
に他の都道府県に避難させる仕組みを構築する必要
があるとの声が被災地の医療機関から上がってい
る。任意入院の場合は患者の意思で転院が可能だが、
措置入院や医療保護入院では、保健所や保護者の同
意が必要となるためだ。福島第一原発から約３キロ
の距離にあるＪＡ福島厚生連双葉厚生病院の重富秀
一院長は「３月１１日の地震発生時、当院には精神科
入院患者５６人（全員任意入院）がいて、大半が福島
県内の他の精神科病床に“転院”した」と説明。「今
回のような災害を経験すると、いざという時のシス
テムは構築しなければならないと考える」と述べ、
他県への精神疾患患者の緊急搬送や転院といった事
態への対応を検討する必要があるとの認識を示し
た。（５/２MEDIFAXより）

被災に伴う定期接種の考え方公表／感染症情
報センター
　国立感染症研究所感染症情報センターは５月６

日、自治体担当者や接種医に向けて「被災地、被災
により避難中の小児の定期予防接種の考え方」を公
表した。同センターは「震災発生後の混乱した状況
の中ではあるが、定期予防接種の接種対象者がワク
チン接種を受けやすい体制を準備する段階に差しか
かっていると考えている」とした上で「可能なとこ
ろから接種が再開されることを期待したい」として
いる。
　同センターは被災地や避難所などにいる小児への
定期接種に対する考え方として▽定期接種対象年齢
となった時点で接種を開始できるよう被災地の市町
村と医療機関が連携し、接種可能な医療機関を把握
する▽母子手帳の紛失や市町村の記録の消失など、
これまでの予防接種歴が不明な場合は、保護者の記
憶も勘案しながら、個人の発症予防と周りへの感染
拡大防止の観点から予防接種を実施する方向で考え
る▽接種記録は本人と医療機関（市区町村）の双方
で保管し今後の記録に反映させる―などを示したほ
か、予診や接種前の診察、接種後の観察も重要だと
した。
　記録が不明なため場合によっては接種回数が多く
なる可能性については「数回の過剰接種であれば現
行のワクチンにおける医学的問題は少なく、むしろ
ワクチンを接種していなかったことによるマイナス
面（罹患の危険性）が高いことを、接種者も保護者
も理解することが必要」としている。
　特に早期の接種再開が期待されるワクチンとして
▽ＭＲワクチン（麻しん・風しん混合ワクチン）▽
ＤＰＴワクチン（百日咳・ジフテリア・破傷風混合
ワクチン）―を挙げた。（５/９MEDIFAXより）

無償診療の被災医師に月額３０万円／日医、義
援金を活用
　日本医師会は東日本大震災で被災して住居や勤務
先を失い、避難所などで無償で診療している医師を
対象に、義援金を送る支援策を始めた。会員、非会
員を問わず、申請のあった医師に対して、県医師会
を通じて月額３０万円を送る。復興に向けて、地域か
らの医師離れ防止と医師の診療意欲を保つのが狙
い。日医の今村聡常任理事は「地域が復興しても医
療機関はなくなった、ということにならないように、
医師が地域に残ってもらえる手助けとなれば」と話
している。
　岩手、宮城、福島の各県内の医師が対象。日医に
全国から集まった義援金を３県医に振り込み、現金
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で支給する。働く意欲を保つため「見舞金」ではな
く、診療への対価という意味合いで支払う。各県医
には３－５月分としてそれぞれ１５００万円を原資とし
て拠出した。原則として会員は所属の県医に申請し、
非会員は診療を行った避難所などがある県医に申請
する。申請書には氏名、勤務先のほか、診療を行っ
た避難所などの名称や医籍番号を記入する。
　実際の診療実績の把握・確認は難しいため、活動
日数や詳細な活動内容は問わないこととした。申請
は１カ月単位とし、３月分は５月末日まで申請を受
け付ける。医療機関への診療報酬の支払いは約２カ
月後となるため、震災前の診療報酬が支払われた以
降に現金収入がなくなることを想定して対策を急い
だ。今村常任理事は「金額は十分ではないと思うが、
速さを重視した」としている。支払いの終了時期に
ついては「国の支援がどうなるか分からない。現地
に行って話を聞いて継続していくかどうか考えた
い」と述べた。
　日医には４月２０日現在で、義援金として３億円以
上が集まっている。
●診療所建設・医療機器整備にも補助必要
　次の段階の支援策について今村常任理事は、診療
所を中心に建設への補助や医療機器整備への補助が
必要との見方を示し、義援金の使い道として検討し
ていくとした。「診療所ができて復活してくれば機器
の補助が必要になってくる。段階的に考えていきた
い」としている。
　診療所の医師は医療機器をリースで使用している
場合や、購入した場合でも減価償却ができていない
ケースもある。建物についても同様で、支払いが大
きな負担になる。今村常任理事は、被災地では診療
所が地域医療の核になっていた地域もあるとし「自
力で立ち上がることができない民間診療所を支援す
ることが必要だ」と述べた。（５/９MEDIFAXより）

「眼科診療バス」被災地を巡回／眼科医会など
が協力
　大型ハリケーンによる被災地などで活躍した米国
製の眼科診療バスが、東日本大震災の災害現場で医
療の一翼を担っている。慶応大医学部眼科学教室の
坪田一男教授が米国・マイアミ大の協力を得て１台
を無償で借り受け、現在、岩手と宮城の両県で活動
している。取り組みを支援する日本眼科医会の高野
繁会長は「いつか日本に常駐の診療バスを走らせた
い」と話す。（５/９MEDIFAXより）

 

介護保険法等改正案を国会提出
　既存の介護療養病床について、２０１８年３月３１日ま
で存続を認めることなどを盛り込んだ「介護サービ
スの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正す
る法律案」が４月５日、国会に提出された。政府は
同法案を３月１１日に閣議決定したが、東日本大震災
の影響で国会提出が遅れていた。施行期日は１２年４
月１日（一部公布日などから施行）。
　同法案では「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」
などを創設し重度の要介護者の在宅生活支援を強化
するとともに、一定の条件下で介護福祉士らによる
喀痰吸引などの実施を可能とする。
　特別養護老人ホームの設置主体に社会医療法人を
追加するほか、１２年度に限り財政安定化基金の一部
を取り崩すことを可能とし、保険料率増加の抑制を
図る。（４/８MEDIFAXより）

介護給付適正化、第２期の指針提示／厚労省
　厚生労働省は３月３１日付で、２０１１－１４年度を期間
とする「第２期介護給付適正化計画」の指針を都道
府県に示した。これまでに実施した事業の検証や、
行政事業レビューの指摘事項などを踏まえ、適正化
の効果と効率性の上昇を図る内容となっている。各
都道府県は、指針を踏まえて「第２期介護給付適正
化計画」を１１年７月末までに策定し、厚労省に提出
する。
　介護給付適正化事業では①要介護認定の適正化②
ケアプランの点検③住宅改修などの点検④縦覧点
検・医療情報との突合⑤介護給付費通知―の５項目
を保険者が行う「主要５事業」に位置付けている。
第１期（０８－１０年度）には、最終年度に全ての保険
者で全事業を実施することを目指していたが、第２
期では、都道府県や保険者の状況を踏まえ、効果的
な取り組みを優先した目標を設定することとした。
　厚労省は「縦覧点検・医療情報との突合」につい
て「費用的な効果が最も見込まれる」とし、全ての
事業を均等に拡充し実施することが難しい場合、優
先的に実施することを検討するとした。さらに、点
検の実施率や回数などを増やすよう、より工夫を凝
らした内容を検討することとした。
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　厚労省は、東日本大震災で被災し期限までに計画
を策定することが困難な自治体については、柔軟に
対応する考えを示している。（４/６MEDIFAXより）

公費拡大しサービス充実を／介護保険法等改
正案提出で保団連
　「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等
の一部を改正する法律案」が４月５日に国会提出さ
れたことを受け、保団連は４月８日、同法案につい
て「ペイアズユーゴー原則に固執し、多くの問題が
山積している」との見解を発表した。公費負担の拡
大により介護サービスを充実するとともに、新たな
財源については、消費増税ではなく国と自治体の責
任と負担で確保することなどを求めている。このほ
か、介護職員処遇改善交付金を介護報酬に組み込ま
ずに継続することや、介護療養病床の廃止の撤回な
どを求めている。（４/１１MEDIFAXより）

介護サービスの「仕分け」も／介護給付費分
科会
　厚生労働省の社会保障審議会・介護給付費分科会
は４月１３日、２０１２年度の診療報酬・介護報酬同時改
定に向けて議論すべきポイントについて討議した。
震災復興にかかる財源との兼ね合いを念頭に、複数
の委員から介護サービスに優先順位を付けるなどの
“仕分け”が必要とする意見が出たほか、▽医療と介
護の連携▽介護サービス適正化の取り組みに対する
報酬上の評価▽恒久的な処遇改善の取り組み─など
が検討課題として挙がった。
　介護サービスの仕分けについては、池田省三委員
（龍谷大教授）が「復興には数十兆円が必要とされて
いる一方で、介護給付費は間もなく年間８兆円に到
達する。サービスの仕分けは必要だ」と述べた。
　大島伸一分科会長代理も「サービスの必要性は立
場ごとに違うが、順番を付けざるを得ない場面が出
てくる」との考えを示した。中田清委員（全国老人
福祉施設協議会長）も「介護サービスの費用対効果
を議論する必要がある」とした。
　介護サービス適正化の評価については、武久洋三
委員（日本慢性期医療協会長）が、「利用者本位がい
き過ぎて“御用聞きケアマネ”になっている場合も
ある」と指摘し、サービスの適正化を順守する仕組
みが必要との見方を示した。
　久保田政一委員（日本経団連専務理事）は「事業
者の工夫を報酬上で評価することも必要ではない

か」と述べた。（４/１４MEDIFAXより）

「訪看ＳＴ一人開業」特例省令が施行／震災
対応で厚労省
　厚生労働省は４月２２日、東日本大震災の被災地に
ある訪問看護ステーションについて、職員が常勤で
１人以上いれば市町村の裁量で特例居宅介護サービ
ス費を支給できるようにする特例省令を公布・施行
した。
　東日本大震災の発生で災害救助法が適用された市
町村（東京都の区域を除く）が対象となる。特例措
置は最長で２０１２年２月２９日までだが、状況に応じて
短くなる可能性もある。
　特例居宅介護サービス費の額については、市町村
が定めることとなっているが、厚労省は「指定訪問
看護事業者が満たすべき基準の全てを満たすことが
できない事業者によって行われることにかんがみ、
居宅介護サービス費の額を超えることは適当でな
い」としている。（４/２５MEDIFAXより）

「地域区分」の見直し俎上に／社保審・介護
給付費分科会
　厚生労働省は４月２７日の社会保障審議会・介護給
付費分科会（分科会長＝大森彌・東京大名誉教授）
に、人件費の地域差を介護報酬に反映させるため設
定している「地域区分」について、２０１２年度介護報
酬改定で見直すことを提案した。現在は５区分とし
ている地域割りを、７区分としている国家公務員地
域手当の地域割りに準拠するよう見直すことの是非
が焦点となる。区分ごとに設定している報酬の上乗
せ割合の再検討も俎上に載せる。地域割りの見直し
については、１１年度上旬に基本方針を固める見通し
で、その後、介護事業経営実態調査の結果などを踏
まえて全体的な結論を得る予定だ。
　現行の介護保険制度では、人件費の地域差を勘案
し全国を▽特別区▽特甲地▽甲地▽乙地▽その他―
の５区分に分け、区分ごとに介護報酬単価の上乗せ
割合を定めている。さらに、収入に占める人件費の
割合に応じ、各介護サービスを「人件費率７０％」「人
件費率５５％」「人件費率４５％」の３類型に分類。「地
域割りごとの上乗せ割合×人件費割合」で、報酬単
価の割り増し率を決めている。地域割りごとの上乗
せ割合が１０％で、人件費率７０％のサービスの場合は
「１０円×０.１×０.７＝０.７円」となり、報酬単価に０.７円が
上乗せされる。
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　介護保険制度の地域区分をめぐっては、２０００年の
制度創設時に国家公務員制度を基本に５区分に設定
した。国家公務員制度は０６年度から７区分に見直し
たが、介護保険制度は従来の５区分を踏襲。０９年度
介護報酬改定では、介護保険制度の地域区分の見直
しが俎上に載ったものの実施はせず、今後の検討課
題となっていた。
　ただ、国家公務員地域手当の地域区分は国の官署
がある地域だけを対象に設定しているため、厚労省
は、介護保険制度で準拠する場合は官署がない地域
の取り扱いを検討する必要があるとして論点に挙げ
た。
　国家公務員の給与については、０５年の人事院勧告
を受け民間賃金の低い地域を考慮し、俸給表水準を
全体で平均４.８％程度引き下げており、厚労省は、介
護保険制度で区分ごとに設定している報酬単価の上
乗せ割合を検討する際に考慮が必要とした。サービ
スごとの人件費割合については、現行の設定を踏襲
するのか見直すのかについて議論が必要とした。
（４/２８MEDIFAXより）

要支援１・２は介護保険から外す？／介護給
付費分科会
　４月２７日の社会保障審議会・介護給付費分科会で
は、限られた財源を重度者へ重点化させるためには、
要支援１、２の軽度者へのサービスを介護保険の範
囲から外すべきとする意見が上がった。これに対し、
軽度者切り捨てを懸念し何らかの予防措置を整備す
る必要性について訴える委員もいた。
●保険は事故への備え
　池田省三委員（龍谷大教授）は「要支援１、２は
介護保険から外すべき。（財源の問題から）どこかで
切らなければいけない。そういう観点から言えば新
しい方式として自治体に任せるという方向は良い」
と述べ、介護保険制度改正案が成立した場合、２０１２
年度からは生活支援も含めたサービスを「日常生活
支援総合事業」として自治体の裁量で提供できるこ
とは評価できるとした。被災している要介護高齢者
の支援に莫大な財源が必要だとも指摘し「自分たち
の欲しいお金は取っておき、そっち（の被災者）に
は回さないという議論は成立しない」とも述べた。
　三上裕司委員（日本医師会常任理事）も「保険と
いうものはそもそも“事故”が起こった際、万が一
のための備え。予防は大事だが、保険で給付という
のは問題がある」と話した。

　武久洋三委員（日本慢性期医療協会長）は「一般
的に考えて予防は自己責任だが、保険者が介護予防
を進めることで介護保険の特別会計をマイナスにし
ない、ということがあり、各保険者の関与を強くす
るべきではないか」と話し、医療保険で保険者が実
施する健診を例に挙げた。
●日常生活支援総合事業の在り方がカギ
　勝田登志子委員（認知症の人と家族の会副代表理
事）は「日常生活支援総合事業」に組み込むサービ
ス内容は自治体の判断で決まることに触れ、「（自治
体によっては）生活援助に係る部分が外される懸念
がある」と述べ、介護保険から軽度者が外れた場合、
軽度者への予防に関する取り組みがなくなる可能性
があると指摘。「お金がないから要支援を切る、予防
は自己責任という論法は危険。軽度者を切り捨てる
方が（結果的に）お金はかかる」と訴えた。
　木間昭子委員（高齢社会をよくする女性の会理事）
は、北九州市で行われた調査では、各利用者の家事
遂行能力や体調に合わせて行う「生活機能向上プロ
グラム」と予防給付の生活援助サービス、本人が体
操や口腔ケアを行うセルフケアプログラムを合わせ
て行うことで介護予防効果が認められたことを紹介
し、「日常生活支援総合事業では、予防の観点から、こ
ういった客観的なデータを慎重に検討していただき
たい」と述べた。（４/２８MEDIFAXより）

２４時間型、サービス提供の整理が不可欠／介
護給付費分科会
　４月２７日の社会保障審議会・介護給付費分科会で
は、２０１２年度から新サービスとして創設する２４時間
対応型の「定期巡回・随時対応型訪問介護看護サー
ビス」についても各委員から意見が相次いだ。
●高齢者専用住宅と自宅は別物
　２４時間型サービスの提供体制については、池田省
三委員（龍谷大教授）が「（高齢者住まい法などに基
づく）高齢者住宅向けに提供する場合と、（地域に点
在する）自宅を巡回する場合を分けて考えられるよ
う整理すべき」と指摘。三上裕司委員（日本医師会
常任理事）も「高齢者住宅を整備して提供するサー
ビスは、形態として“施設”ではないか。在宅とは
全く別物として取り扱わないと、さまざまなモラル
ハザードが起こるのでは」と懸念を表明した。
●２４時間型スタートで全職種連携の本格化を
　多職種連携によるサービス提供については、馬袋
秀男委員（民間介護事業推進委員会代表委員）が「（２４
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時間型サービスの開始が）在宅ケア、ケアマネジメ
ントを一体的にチームでみることのスタートにな
る」と述べた。山田和彦委員（全国老人保健施設協
会長）は「将来的には老健が“総合在宅支援センタ
ー”のような位置付けで在宅サービスをバックアッ
プするような役割を担いたい」と話し、サービス提
供についてはサービスをバラバラに提供するのでは
なく、リハビリテーションなども含めた複合型が重
要との考えを述べた。
　これに対し池田委員は、２４時間対応型のサービス
は施設だけが中心ではなく、訪問介護と訪問看護の
複合型に通所サービスをかみ合わせる必要などがあ
ると説明した。
　医療と介護の連携に関する観点では、武久洋三委
員（日本慢性期医療協会長）が「在宅支援診療所や
在宅支援病院など、医療が外へ出ていくという観点
で、チーム連携の形をつくっていかなければならな
い」と話し、大島伸一分科会長代理（国立長寿医療
研究センター総長）は「診療所、歯科、病院、看護、
薬剤師も全国組織があり、在宅を支える医療系の全
国組織化は進んで連携が始まっている。あとは介護
との連携が課題」と指摘した。
　木村隆次委員（日本薬剤師会常任理事、日本介護
支援専門員協会長）は２４時間型に関して、「具体的に
どういうケアマネジメントが必要なのかを検討する
ための調査などを開始する」と話した。
●「実験的なスタート」
　今後、給付費分科会で議論する人員配置や報酬、
サービス提供体制など具体的な内容についての方向
性に関しては、田中滋委員（慶応大大学院教授）が「１２
年度は完成形でなく、実験的でもいいという認識で
いるべき。さまざまな基準も、動かせないようなガ
チガチなものにしてはいけない。評価も中期的に行
うべきだ」とした。（４/２８MEDIFAXより）

「サービス付き高齢者住宅」創設／改正高齢
者住まい法が成立
　居住する高齢者に生活支援サービスを提供する
「サービス付き高齢者向け住宅」の登録制度の創設を
盛り込んだ改正高齢者居住安定確保法（高齢者住ま
い法）は４月２７日、参院本会議で全会一致で可決、
成立した。
　改正法では、高齢者賃貸住宅と有料老人ホームを
一元的に再編し、サービス付き高齢者住宅として都
道府県に登録する制度を創設。高齢者賃貸住宅の各

制度は経過期間の後で廃止する。有料老人ホームは
存続させるが、新制度に登録すれば老人福祉法が義
務付ける有料老人ホームとしての届け出は不要とす
る。
　改正案は国土交通、厚生労働両省の共管。両省は、
高齢者が住み慣れた地域で在宅生活を送れるように
するため、２０１２年度の介護保険制度改正で創設する
２４時間対応の定期巡回・随時対応サービスとサービ
ス付き高齢者住宅を組み合わせた仕組みの普及を図
る考えだ。（４/２８MEDIFAXより）

グループホームの基準を弾力運用／震災対応
で厚労省
　厚生労働省は４月２７日付で、応急仮設住宅を共同
生活介護（グループホーム）や共同生活援助（ケア
ホーム）として活用する場合、建設地などの基準を
弾力的に運用するよう求める事務連絡を岩手、宮城、
福島県など９県に発出した。報酬算定などに用いる
人員数算定方法の弾力運用も求める。
　グループホームとケアホームについては、障害者
自立支援法に基づく基準省令第１４０条により、病院の
敷地外に設置することなどが定められているが、厚
労省は、設置地などの制限が応急仮設住宅活用の際
の利用阻害要因とならないよう、利用者の支援に支
障を来さない範囲内で弾力的な運用を認める。
　事務連絡ではこのほか、被災した事業者が報酬算
定上満たすべき従業員数や、加算などの算定要件に
用いる利用者数の算定方法についても弾力運用を認
める。報酬算定のための従業員数は通常、前年度の
利用者数の平均値を６で割って算出するが、被災し
た事業者については、被災後１カ月の利用者数平均
値を用いることを可能とする。被災した事業所の利
用者と従業員が一緒に避難し、避難所などでサービ
スの提供を継続した場合も、避難所などでの利用者
数の平均値を用いて算出できる。
（５/２MEDIFAXより）

介護施設の一部基準を条例委任／地域主権改
革一括法案が成立
　国が地方自治体の事務を縛る「義務付け・枠付け」
の見直しを盛り込んだ地域主権改革推進一括法案
が、４月２８日の参院本会議で民主、自民などの賛成
多数で可決、成立した。
　法案では、指定介護老人福祉施設、介護老人保健
施設、指定介護療養型医療施設などの設備や運営の
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基準を都道府県の条例に委任。一方、従業員の人員
配置や居室面積などは、国が定める基準に従うこと
としている。（５/９MEDIFAXより）

 

社会保障、５割が負担増容認／内閣府がアン
ケート
　内閣官房社会保障改革担当室は４月１３日に東京都
内で開いた社会保障・税に関わる番号制度に関する
実務検討会（座長＝与謝野馨・社会保障・税一体改
革担当相）で、社会保障制度についてのアンケート
調査の結果を示した。社会保障の給付水準を維持す
るためには負担増を容認するとの回答が約５割を占
めた。
　調査は３月上旬から中旬にかけて、２０歳以上の男
女を対象にインターネット上で実施した。回答者数
は３０００人。
　現在の社会保障制度については回答者の７２.６％が
「不満」または「やや不満」と答えた。今後の給付と
負担のバランスについて、給付水準を大幅に引き下
げて負担を減らすべきとした人は１３.４％、給付水準
をある程度下げても従来通りの負担とすべきとした
人が１６.５％で、負担を削減・維持すべきとする回答
は合わせて２９.９％だった。一方、給付水準を保つた
めにはある程度の負担増はやむを得ないとした人は
４３.６％、給付水準を引き上げるために大幅な負担増
もやむを得ないとした人は６.３％で、負担増を容認す
る回答は合わせて４９.９％と約半数を占めた。
　番号制度の認知率については、内容も含めて知っ
ているとした人が１９.３％、内容はよく分からないが
聞いたことがあるとした人は５７.９％で、合わせて
７７.２％と高かった。番号制度の導入は必要とした人
は７０.４％、必要でないとした人は１５.７％だった。
●受診歴・健康診断記録「閲覧できると便利」７７.７％
　また、自分の情報・記録をインターネット上で確
認できる「マイ・ポータル」サービスの設置につい
て、閲覧できると便利だと思うサービスでは「医療
保険料の納付・医療費の支払い記録」が８１.９％、「医
療機関の受診歴、健康診断の記録」が７７.７％、「介護
保険料の納付・受給記録」が８４.１％などとなった。
マイ・ポータルで手続きできるとよいと思うサービ

スについては「病院の診察予約ができる」が３９.３％
だった。（４/１４MEDIFAXより）

被災地の感染症は平時と大差なし／感染研現
地調査
　国立感染症研究所は４月１１日、岩手、宮城両県で
実施した感染症の実態調査の結果をまとめ、「平時と
大きな差はない」とする評価を示した。調査結果と
提言をまとめた。
　調査は４月５日から４日間、調査チームが両県の
複数の避難所などを巡った。調査によると、汚泥や
空気に由来する感染症は確認できなかった。また、
津波の影響とみられる破傷風は７例、レジオネラ症
は４例でそれぞれ散発した例があったが、特殊な感
染症のその後の増加は確認されなかった。インフル
エンザや下痢、嘔吐などの通常の感染症は大規模な
流行がなかったが、低い栄養や体力の低下などが原
因とされる重症の肺炎が増加しているとの指摘を添
えた。衛生状態については避難所によって大きな差
があるため、「注意が必要」とした。
●計画的な仮設住宅への移行を提言
　今後の提言では、中期的な取り組みとして計画的
な仮設住宅への移行や、乳幼児らに定期予防接種を
行う体制の確保を求めた。
　このほか、短期的な提言なども示され、避難所に
物資を行き渡らせるための体制づくりや食中毒への
一層の注意などを掲げた。（４/１３MEDIFAXより）

「過半数が９０日超」１５対１病棟の１割程度／
慢性期分科会
　厚生労働省は４月１３日の中医協・慢性期入院医療
の包括評価調査分科会（分科会長＝池上直己・慶応
大教授）に「医療施設・介護施設の利用者に関する
横断調査」と「レセプト調査」の分析結果を報告し
た。在院日数が９０日を超える患者が過半数を占める
１５対１一般病棟は１２％程度で、１３対１一般病棟につ
いては２％にすぎなかった。ただ、一般病棟に９０日
を超えて入院している患者の９割以上が、入院基本
料の減額が免れる「特定除外患者」で、医療療養病
棟の９０日超の患者と比べてレセプト請求金額が高
く、最大で月２５万円以上の差があった。
　分析結果によると、９０日超の患者が過半数を占め
る病棟は、１３対１一般病棟で２.０％、１５対１一般病棟
で１２.３％だった。一方、２０対１医療療養病棟では
９２.４％、２５対１医療療養病棟では８５.２％を占めた。事
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務局の厚労省保険局医療課は、一般病棟と療養病棟
を比較し「対照的に逆になっている」と説明した。
（４/１４MEDIFAXより）

全患者に発行、病院は７６％・診療所は６０％／
明細書発行調査速報
　厚生労働省は４月２０日の中医協総会で、２０１０年度
診療報酬改定で原則義務化された明細書発行に関す
る状況調査の速報値を報告した。全ての患者に明細
書を発行している医療機関は、病院が７５.９％、一般
診療所では６０.７％だった。「明細書発行体制等加算」
を届け出ている診療所は７７％だった。発行費用を徴
収している病院は１.６％、一般診療所は２.８％に過ぎな
かった。
　一方、患者からの明細書に関する問い合わせにつ
いては、病院の４２.６％、一般診療所の６９.２％が「特に
問い合わせはない」と答えた。全患者に明細書が無
料発行される制度の必要性については、病院の入院
患者では６１.６％、病院の外来患者では５１.７％が「必要」
「どちらかといえば必要」と回答した。調査対象は全
国５５００施設。受診者側では患者とその家族５１０３人が
回答した。調査期間は１０年１２月８日から１１年１月２８
日まで。
　調査結果は、５－６月ごろに開催する診療報酬改
定結果検証部会で審議する予定。部会としての意見
を付け加えた後、６－７月ごろに総会に報告する。
（４/２１MEDIFAXより）

看護職員離職率、０９年度は１１.２％／日看協調
査、前年度比減少
　２００９年度の常勤看護職員の離職率が前年度に続い
て減少したことが分かった。４月２１日、日本看護協
会が発表した「２０１０年病院における看護職員需給状
況調査」によると、０９年度の離職率は０８年度から０.７
ポイント減となる１１.２％だった。
　調査は看護職員の需給動向や労働の状況を把握す
るために毎年実施している。今回の調査は１０年１０月
に全国の病院８７７４施設を対象に行い、全体の４２.９％
となる３７６６施設から有効回答を得た。
　新卒看護職員の離職率は前年度から０.３ポイント
減の８.６％で、常勤看護職員とともに減少した。日看
協は「短時間正職員制度の活用に対する啓発をはじ
め、定着促進に向けた離職防止対策に効果が出てい
るのではないか」とみている。
●夜勤負担、一部職員に偏る

　日看協が初めて調査した一般病棟看護職員（非管
理職）の積算夜勤時間では、一部の職員に負担が偏
っている状況が明らかになった。夜勤が月８０時間を
超えていた職員は１５.７％に上った一方で、入院基本
料の施設基準である１人当たり月平均夜勤７２時間以
内の枠内となる「４８.１時間－６４時間」が２６.９％で最も
高かった。日看協は「夜勤負担が偏っている状況が
示唆されている。夜勤負担が過剰にならない対策が
必要」としている。一般病棟看護職員（非管理職）
の月平均夜勤回数は３交代で７.８回、２交代で４.６回だ
った。
　夜勤負担の軽減に対する取り組みについて、就業
規則などで夜勤時間や勤務間隔を規制している病院
は２０－３０％台にとどまった。（４/２５MEDIFAXより）

苦情・相談、３月までに５９２件／支払基金、
１０年６月に窓口設置
　社会保険診療報酬支払基金は４月２５日の定例会見
で、２０１０年６月に設置した審査に関する苦情などの
相談窓口で、１１年３月までに５９２件の照会などを受け
たと報告した。内訳は医科関係で４６８件、歯科関係で
５３件、調剤関係で７１件。医療機関からの照会は医科
３８８件、歯科２８件。調剤については、全て保険薬局か
らの照会だった。
　支払基金によると、相談窓口では医療機関から診
療報酬点数表に関する疑義照会などを受けたほか、
保険者から「再審査の結果に納得がいかない」など
の声が寄せられたという。
　一方、１０年４月に事業統括部に設置したサービス
推進課には、１１年３月までに１４５３件の声が寄せられ
た。件数の内訳は「医療機関など」が４７.０％で最も
多く、次いで「個人」１６.９％、「保険者」１６.２％など
だった。内容の内訳は「照会」が７７.７％で最も多く、
次いで「相談」１２.５％、「苦情」５.６％などだった。
（４/２６MEDIFAXより）

入所者の過半数が医療機関に転院／療養型老
健で日慢協報告書
　療養病床再編の受け皿施設として創設した介護療
養型老人保健施設（介護療養型老健）に入った人の
過半数が、医療機関へ転院している可能性が高いこ
とが、日本慢性期医療協会の調査で分かった。自宅
への退所や死亡退所は、それぞれ１割程度にとどま
った。
　直近６カ月間で介護療養型老健から退所した９２２
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人のうち、病院か診療所への転院は５７.４％。うち、
併設か関連施設の一般病床への転院は２７.４％で、最
も多かった。介護施設などへの退所は１５.６％。自宅
への退所は１４.４％で、死亡退所は１２.５％だった。
　一方、直近６カ月間の新規入所者１１３３人について
は、８４.１％が医療機関からの入所。うち併設か関連
施設の一般病床からの入所は４０.３％で、最も多かっ
た。
　日慢協は、介護療養型老健について「急性期病床
をはじめ医療度が比較的、高い患者の受け皿として
の役割が大きい」とする一方、看取りの実施状況に
ついては「問題がある可能性が示唆された」として
いる。
　全国の介護療養型老人保健施設と療養病床から転
換した従来型老健など１４７施設を対象に、２０１０年度老
人保健事業推進費等補助金事業として１０年１１－１２月
に実施。５９施設（介護療養型老健３７施設、従来型老
健１８施設、特養４施設）から回答を得た。
●「方向性が変わり不安」
　転換後に発生した問題点を複数回答で介護療養型
老健に聞いたところ「制度改正への早期対応として
転換したが、方向性が変わってきたため不安」が最
多の５１.５％。「入所者の病状が悪化した際、自施設で
の医療提供が困難」が２７.３％で２番目に多かった。
　一方、転換したことで改善した点を聞いたところ
「採算が改善した」４８.６％で最多。次いで「同一法人
内でより多様なサービスを提供できるようになっ
た」が４５.７％、「入所者へのケアの提供が充実した」
３７.１％などだった。
　日慢協は「法人経営を進めるに当たり、転換を戦
略的に位置付けて成功した施設があったことがうか
がえた」としている。（４/２７MEDIFAXより）

母乳中の放射性物質「不検出か微量」／厚労
省が調査結果
　東京電力福島第一原子力発電所の事故に関連し
て、厚生労働省は母乳中の放射性物質濃度について
調査し、対象となった２３人の母乳中の放射性物質濃
度は「不検出（検出下限以下）か微量の検出だった」
とする結果を公表した。
　調査は▽避難指示等地域、出荷制限などが行われ
た飲食物の産地、水道の飲用を控えるよう依頼され
た地域に居住または居住していた▽避難指示や摂取
制限などの行動に関する指示を守っている―福島や
関東地方の乳児を持つ女性を対象に実施。２３人（福

島４人、茨城９人、千葉２人、埼玉１人、東京７人）
の母乳中の放射性ヨウ素と放射性セシウムを測定し
たほか、授乳状況や食事・行動などの基本情報につ
いても調査した。
　母乳の放射性物質濃度については食品衛生法の牛
乳・乳製品の暫定規制値を踏まえ、放射性ヨウ素が
１００ベクレル／キログラム、放射性セシウム２００ベク
レル／キログラムを指標とした。
（５/９MEDIFAXより）

緩和ケア、ニーズあるのに受けられず／患者
意識調査
　がん患者やその家族を対象に、ＮＰＯ法人日本医
療政策機構・がん政策情報センターが行った「がん
患者意識調査２０１０年」によると、緩和ケアを受けた
ことがないと回答した人のうち、約４割の人が緩和
ケアのニーズはあったにもかかわらず受けられなか
ったと感じていた。同センターは「希望する全ての
人が緩和ケアを受けることができれば、患者や家族
の痛みが解消され、療養生活の質の維持向上につな
がる」としている。
　調査結果では、緩和ケアを受けたことがあるかと
の問いに「受けたことがない」との回答が７９.０％、
「受けたことがある」が１６.５％だった。受けたことが
ない理由として「受ける必要がなかった」が５７.８％
を占めた。ただ、「受けられると知らなかった」が
２８.８％、「受けたくても受けられなかった」が９.９％で、
合わせて３８.７％の人が緩和ケアのニーズがあったも
のの受けることができなかったと回答した。
　がんの診療や治療での悩みでは、「痛み・副作用、後
遺症などの身体的苦痛」が６０.５％、「落ち込みや不安、
恐怖などの精神的なこと」が５９.３％だった。がんの
治療にかかった費用については７０.９％の人が「負担
が大きい」と回答した。
　調査は、がん関連の患者団体に所属しているがん
患者・経験者とその家族・遺族を対象に実施し、郵
送とインターネットで１４４６件の回答を得た。
（５/９MEDIFAXより）
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被災した全民間医療機関に補助金を／保団連
が要請
　保団連は４月１９日、東日本大震災で被災した全て
の民間医療機関に補助金を交付することなどを求め
る要請書を、菅直人首相や細川律夫厚生労働相らに
提出した。
　要請書では「被災者医療の確保は、被災地の民間
医療機関の復旧・復興なくしてはあり得ない」と訴
え、災害救助法の指定地域で被災した全ての医療機
関などについて「医療施設等災害復旧費補助金」や
「医療施設近代化施設整備事業」の補助金交付対象と
するよう求めている。福祉医療機構が実施している
「医療貸付事業」の融資利率を無利子とすることなど
も求めている。（４/２０MEDIFAXより）

震災対応で国会議員と意見交換／保団連
　保団連（住江憲勇会長）は４月１４日、「東日本大震
災と地域医療の復興」をテーマに意見交換会を開い
た。民主党の郡和子議員ら国会議員も複数参加した
ほか、宮城県保険医協会の委員も出席し、被災地で
の医療提供体制や避難所の衛生環境について話し合
った。
　住江会長はこれまでに宮城県石巻市など計２回被
災地入りしており「一刻も早く地域で診療が再開で
きるよう、被災地会員への支援に全力で取り組んで
いる」と話した。
　郡議員は今後の課題として▽避難所医療▽リハビ
リテーション▽口腔ケア─などを挙げ、「山間部の自
宅避難で孤立している高齢者への支援も進めたい」
と話した。
　宮城県の委員は「診療所を失った医師らのための
仮設診療所設置は、国・自治体にできるだけ早く行
ってほしい。医療の有無で町の復興に差が出るだろ
う」と訴えた。また、会員約１７００人のうち被害状況

の情報が集まっているのは８００人程度だといい「今の
ところ８０人が全壊・水没などで診療できない状態だ
が、まだ全容は分かっていない」と話した。
　保団連は、菅直人首相と細川律夫厚生労働相に新
たな要望書を送付し▽被災した医療機関に認められ
ている概算請求の時間外加算分を「阪神・淡路大震
災」以上に引き上げる▽災害救助法が適用となった
全ての被災者の医療費自己負担分免除―など１０項目
について検討するよう求めた。
（４/１５MEDIFAXより）

震災関連の要望書を政府に提出／保団連
　保団連は４月８日、東日本大震災の被災者や、被
災した医療機関に対する支援要望書を菅直人首相、
細川律夫厚生労働相、衆参厚生労働委員宛てに送付
した。被災した医療機関の支援策として▽被災地の
医療機関からの保険請求については審査を待たず、
直ちに支払う措置を講じる▽被災した全ての民間医
療機関に対し、再建に見合う公的助成を行い、長期
間無利子の緊急融資を行う─など３項目を求めてい
る。
　被災者支援策では▽一部負担金の免除期間を当面
の間とする▽全被災者の医療保険料や介護保険料の
全額免除▽入院患者への専門外の治療を確保するた
め、他医療機関受診の規制を凍結する─など５項目
を求めている。このほかにも計画停電の回避や、医
療に関する情報提供の徹底などを要望した。
（４/１１MEDIFAXより）
 

 
 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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第１４３号２６

　２００９年総選挙で民主党が大勝し、
政権交代が起こったとき、さまざ
まな評価がおこなわれましたが、
その１つに、「この政権交代は、日
本における本格的な二大政党体制
の幕開けである」という評価があ
ったことをおぼえていらっしゃる
ことと思います。自民党のあとを
継いで民主党が政権をにぎること
で保守政党として成熟し、他方、
政権の座をすべり落ちた自民党も
今までの 澱 を落として脱皮し、こ

おり

うして「政権交代のあるほんもの
の民主主義が成立する」というも
のです。
　前回の連載で検討した小沢一郎
の政治的目標も、改革遂行のため
の政治体制づくり、具体的には保
守二大政党制の確立にあると思わ
れます。そこで、今回から数回に
わたり、この間の政治状況を、こ
の二大政党体制という視角からふ
り返ってみようと思います。

 

　二大政党制というのは、もとも
と、政党や政治家が意図してつく
られるものではありません。そも
そもどんな政党も政治家も、政権
についているときは、その政権・
政党支配の永続を望みますから、
二大政党制を志向することはあり
ません。ですから、二大政党の交
代体制を主張する政党は、野党、
それも野党の第１党であることが
多いのです。強大な与党政権が存
続しているときに、その権力をう
ばい政権交代を実現するには、政
党は合併し、あるいは少数党を吸
収して、与党にチャレンジするこ
とが求められます。こうした行動
を正当化する理念が、二大政党制
論であったといえましょう。
　ところが、９０年代以降の政治改
革の中で主張された二大政党制論

は、こうした一般的な二大政党論
とは違った経緯で登場しました。
１つは、二大政党論が政党の外部、
とくに財界から強力に唱えられた
ことであり、もう１つは、権力の
座にある自民党の幹部であった小
沢一郎から、積極的な保守二大政
党制論が提起・推進されたことで
す。

 

　こうして独特の経緯で提起され
た保守二大政党制には、２つのね
らいがありました。１つは、保守
統治の安定・継続性です。政治の
大枠で一致する２つの政党が交互
に政権を領有しあうようにすれば、
保守の総路線の継続という安定性
と、政権交代という目先の変化を
通じて不満を吸収するという、両
方の効果を期待できます。アメリ
カの共和・民主党の二大政党制は、
大統領制と相まって、こうした機
能を遺憾なく発揮して、安定した
政治的外皮となっています。
　もっとも戦後日本では、１９５５年
以来、二大政党制ではなく自民党
一党政権が存続しました。しかし
自民党政権は、派閥間の抗争と
 領袖 の交代を通じて首相が交代し、
りょうしゅう

かつその交代で、保守の枠内では
ありながら政権の性格が大きく変
化することで、国民の不満を吸収
しつつ保守政権の継続性を保ち、
こうした保守二大政党制に代わる
効果をもっていました。復古主義
と軍事大国の岸政権に代わり、所
得倍増と低姿勢の池田政権が登場
し、金権田中政権のあとにはクリ
ーン三木政権が、というような「振
り子の論理」（内田健三）が、二大
政党制的機能を代行したといえま
す。
　しかし９０年代以降、財界が主導
し、小沢が推進した保守二大政党

[一橋大学名誉教授]
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せん。消費税についても、たしか
に自民党も民主党も税率引き上げ
で足並みをそろえています。
　ところが、これもそう簡単には
いきません。民主党政権がこれだ
け国民の不信を買っているときに、
自民党としても、おいそれと連立
にのるなどということはしたくな
いからです。こうして支配層の切
り札である保守二大政党も、肝心
なときにうまく機能していません。
　しかし保守支配層は、挫折・停
滞している構造改革と軍事大国を
なんとしても再起動させねばなり
ません。そのためには、大連立や
保守二大政党の完成など、いろん
な手だてが考えられています。
　次回は、そうした手だてを１つ
ひとつ検討しましょう。

自民党政権批判は、
構造改革批判にま
でエスカレートせ
ざるをえなくなり
ました。統治に対
する国民の不満の
吸収という第１の
ねらいを貫徹させ
るには、自民党政
権からの転換を強
調せざるをえなく
なったのです。
　ところが、こう
なると政権交代は、
たしかに目先は変わりますが、改
革の継続という本来のねらいに重
大な 齟  齬 を生じさせたのです。鳩

そ ご

山政権への保守支配層の危機感は
そこにありました。そこで菅政権
になると、民主党政権は急速に構
造改革・日米同盟路線に復帰しま
したが、今度は国民の中で「マニ
フェスト違反」「自民党と同じだ」
という不信感をかき立てることに
なりました。しかし、それでは、
国民は保守二大政党制が想定する
自民党に戻ったかというとそうも
なりませんでした。その結果、先
の参院選では民主党は大きく得票
率を落としましたが、自民党も得
票率を落とし、保守二大政党の得
票寡占率が大幅に低下する事態が
生まれたのです。
　こうなると、改革遂行のために
は、残るは大連立体制しかありま

構想には、統治の安定とは異なる
もう１つのねらいがありました。
それは、当時支配階級が是が非で
も遂行しなければならないとして
いた軍事大国と構造改革を安定的
に遂行するしくみづくりというね
らいです。
　では、どうして自民党一党政権
では、これら改革がうまくすすま
なかったのでしょうか。保守一党
政権の場合、一見するとドシドシ
改革がすすむように見えますが、
実際にはそんなことはありません。
国民に大きな犠牲を強いる改革は、
既存の支配の基盤を壊しかねない
ので、保守政党はやりたがらない。
そのためにいきおい改革のスピー
ドは鈍ります。逆に改革を強行し
た場合には、革新政党の伸張をゆ
るしかねず、統治にとって重大な
危険が生じるのです。そこで、保
守政党が２つにわかれ、構造改革
と軍事大国化という改革路線を容
認する２つの保守政党が交互に政
権を担当する体制をつくることで、
一党政権のもつ改革阻害的な体制
を脱却しようというのが、新たな
ねらいだったといえます。

 

　しかしじつは、この２つのねら
いは重大な矛盾をはらんでいまし
た。というのは、構造改革は、保
守支配層が考える以上に既存の支
持基盤を破壊し、矛盾を顕在化さ
せたからです。本来、保守二大政
党制の第２のねらいは、自民党政
権がおこなった構造改革の矛盾が
爆発して国民の不信が高まった際
に、民主党に政権を移動させるこ
とで、改革の継続をはかろうとい
うものでした。ところが、構造改
革の矛盾が顕在化すればするほど、
野党たる民主党は構造改革のたん
なる手直しにとどまれなくなり、

クレスコ編集委員会・全日本教職員組合編集
月刊『クレスコ』２月号より転載（大月書店発行）
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資料1

社会保障制度改革の方向性と具体策
　 「世代間公平」と「共助」を柱とする持続可能性の高い社会保障制度 　

　厚生労働省は、２０１０年１２月２４日に閣議決定された「社会保障改革の推進について」を踏まえ、２０１１年５月１２日の社会保障
改革に関する集中検討会議において、「社会保障制度改革の方向性と具体策」を報告した。方針としては、「世代間公平」と
「共助」を柱とする持続可能性の高い社会保障制度を志向するとしている。

■ 厚生労働省 第６回社会保障改革に関する集中検討会議　２０１１年５月１２日 ■
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２０１０年度　第２０回　２０１１年４月１２日
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報

〈経営部会〉
１．金融共済委員会（３月23日）状況
２．経営相談室（３月23日）状況
３．第９回保団連共済部会（３月27日）状況
４．医院継承講習会（３月29日）状況
５．「保険医年金」営業員研修会出席状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療事故案件調査委員会（３月25日）状況
２．第274回関西医事法研究会（３月26日）状況
３．医療機関側との懇談（①３月22日②３月23日
③４月11日）状況

４．医師賠償責任保険処理室会（３月28日）状況
〈政策部会〉
１．子どものいのちと健康を守ろう！元気フェス

タin京都第１回実行委員会
２．被災者の医療保障に関する要望書提出（４月

８日）状況
３．環境ハイキング（４月10日）状況

〈保険部会〉
１．中央法律事務所との懇談会（３月16日）状況
２．診療報酬改善対策委員会（３月30日）状況
３．保団連医科・歯科診療報酬改善対策委員会（①

３月26日、②４月２日）状況
４．保険審査通信検討委員会（４月１日）状況
５．小児科診療内容向上会（４月２日）状況
６．消化器診療内容向上会（４月２日）状況

【各部会報告】
１．各部会（４月５日、保険部会：４月１日）状

況と決定事項確認の件
〈総務部会〉
①地区医師会との懇談会の日程確認
②第64回定期総会関連の運営確認
③各種選挙関連の確認
④協会会議室の貸出規程の確認
⑤2010年度２月分収支月計表状況の報告
⑥2010年度末（2011年５月31日）の各種積立金処
理の確認
⑦３月度会員増減状況の確認

⑧新規開業入会会員、および未入会会員訪問状況
の報告

⑨入会希望会員の報告
⑩第２回コミュニケーション委員会の運営確認
⑪新規開業医のための基礎講習会の日程確認
⑫文化企画についての確認
⑬冷泉家時雨亭文庫の会員継続についての確認
⑭ＩＣＴ検討委員会の開催確認
⑮地区医師会報等の収集および回覧
⑯部会ＭＬ開始の報告
⑰会員医療機関からの個別報告への対応確認

〈経営部会〉
①事務局人事異動についての報告
②地区医師会との懇談会の出席確認
③融資制度関連の確認と検討
④保険医年金関連の確認と検討
⑤医師賠償責任保険関連の確認と検討
⑥ペット保険についての報告
⑦こども総合保険についての報告
⑧代議員アンケート回収状況の報告
⑨従業員パンフレット改定の確認
⑩アミス事業関連の検討と確認

〈医療安全対策部会〉
①2011年３月度医事紛争状況報告
②2010年度医事紛争状況中間報告
③全国における医事紛争状況の確認
④地区医師会との懇談会の出席確認
⑤新しく医院に勤められた方への研修会での講師
確認

⑥経営部会との合同懇親会についての確認
⑦医療事故案件調査委員との懇談会（５月21日）
出欠状況の報告

⑧DVD等の販売状況の確認
〈政策部会〉
①地域包括検討委員会（医療制度検討委員会のサ
ブ会議）の日程確認

②子どものいのちと健康を守ろう！元気フェスタ
in 京都の運営確認

③福祉国家構想研究会（総会）の日程確認
④震災・原発事故を踏まえての対応検討
⑤被災者の医療保障に関する緊急要望（案）の確認
⑥皆保険50周年講演会の日程・運営確認 
⑦代議員月例アンケートの確認
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⑧次年度の調査活動の検討
⑨子どものいのちと健康を守ろう！元気フェスタ
in 京都の準備状況報告

⑩医療倫理問題、「人体の不思議展」開催中止を求
める運動についての報告
⑪京都式地域包括ケアと地域包括ケア検討委員会
の進め方

⑫こころの健康政策実現会議京都実行委員会から
の要請と対応の検討

⑬京都府・あんしん医療制度研究会に関する状況
報告 

⑭出版関連事項の確認
⑮保団連近畿ブロック本会議の日程確認
⑯京都社会保障推進協議会運営委員会の日程確認
⑰エコキャップ運動についての報告
⑱反核・平和の取り組みの確認
⑲環境対策関連事項の確認
⑳九条の会アピールを支持する京都医療人の会関
連事項の確認

〈保険部会〉（４月１日）
①地区懇談会の開催日程及び当面の出席確認
②エンシュア・リキッド代替品に関する保険適応
についての報告

③新点数・診療報酬改善対策
　１）診療報酬改善対策について
　２）コミュニケーション委員会（４月９日）の

テーマ変更に関する検討
④社保対策（社保、国保、後期高齢者、労災）
　１）Ｚ社による在宅医療患者の会員への紹介事

業について
【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（３月22日）要録と決定事項の確認
２．日本建築家協会近畿支部京都会　総会・記念

講演会出席の件
３．中京西部医師会総会への出席の件
４．京都府医師婦人会総会出席の件
５．下京東部医師会総会への出席の件
６．京都弁護士会役員お披露目会への出席の件
７．臨時正副理事長会議（３月24日）状況確認の件
８．代議員・予備代議員選挙結果の件
９．2010年度２月分収支月計表報告状況確認の件
10．綴喜医師会との懇談会（３月５日）状況確認
の件

11．３月度会員増減状況

12．会員入退会及び異動に関する承認の件
〈経営部会〉
１．医院・住宅新（改）築相談室開催の件
２．雇用管理相談室開催の件
３．近畿ブロック共済担当事務局交流会への出席

の件
４．経営相談室開催の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談の件

〈政策部会〉
１．反核京都医師の会第31回総会開催の件
２．子どものいのちと健康を守ろう！元気フェス

タin京都第２回実行委員会開催の件
３．「福島原発事故に関する緊急声明」検討の件
４．被災者に対する定期予防接種対応の現状、お

よび自治体アンケート実施の件
５．『京都保険医新聞』（第2781号）・『メディペー
パー京都』第141号（第2780号）合評の件

〈保険部会〉
１．2011年３月度国保合同審査委員会（３月23日）
状況

２．専門医会長との懇談会（３月19日）状況確認
の件

３．保団連第１回社保・審査対策部医科事務局小
委員会（電話会議）参加の件

４．中医協概要報告の件
〈その他〉
１．協会役員選挙について
２．青森県保険医協会からの医療支援依頼につい

て
　　≪以上２８件の議事について承認≫

２０１０年度　第２１回　２０１１年４月２６日
【特別討議】
１．「保険医のための審査、指導・監査対策」説明会
　△担当＝保険部会

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．総会懇親会アトラクション演奏者との面談
（４月14日）状況

４．文化ハイキング（４月17日）状況
〈経営部会〉
１．医院・住宅新（改）築相談室（４月13日）状況
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２．保険医年金受託生保への表敬訪問状況
３．傷害疾病保険審査会（４月19日）状況
４．金融共済委員会（４月20日）状況
５．雇用管理相談室（４月21日）状況
６．保団連近畿ブロック共済担当事務局交流会
（４月22日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（①４月12日②４月15日
③４月18日④４月19日⑤４月20日⑥４月21
日）状況

２．法律相談室（４月21日）状況
３．医療事故案件調査委員会（４月22日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（４月25日）状況

〈政策部会〉
１．出版編集会議（４月21日）状況
２．京都社会保障推進協議会運営委員会（４月21

日）状況
３．保団連近畿ブロック本会議（４月23日）状況

〈保険部会〉
１．保団連病院・有床診対策部会事務局小委員会
（４月９日）状況

２．保団連2011年度第１回病院・有床診対策部会
（４月10日）状況

３．近畿厚生局管内社保担当者会議（４月15日）
状況

４．眼科診療内容向上会（４月16日）状況
５．リハビリ施設基準の適時調査に係る学習会
（４月23日）状況

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（４月12日）要録と決定事項の確認
２．５月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．理事長、副理事長、監事選挙締切（４月12日）

状況及び無投票当選人の確定の件
４．代議員会議長・副議長選挙締切（４月25日）

状況及び無投票当選人の確定の件
５．正副理事長会議（４月14日）状況確認の件
６．会議室貸出に伴う賃料免除の件
７．各部会開催の件
８．会員入退会及び異動に関する承認の件
９．コミュニケーション委員会（４月９日）状況

確認の件
〈経営部会〉
１．新しく医療機関に勤められた新入職員のため

の研修会開催の件

２．税務記帳講習会開催の件
３．新規開業予定者のための講習会開催の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談の件
２．医療事故案件調査委員との懇談会の開催の件

〈政策部会〉
１．医療制度検討委員会（４月13日）状況確認の件
２．保団連10－11年度第15回理事会（４月17日）
状況確認の件

３．福祉国家と基本法研究会「憲章・基本法2011
起草委員会」出席の件

４．第10回反核近畿医師懇談会出席の件
５．京都社保協運営委員会出席の件
６．環境講演会開催の件
７．反核医師の会世話人会出席の件
８．近畿ブロック公害担当者会議「視察会」開催

の件
９．「東日本大震災が問いかけること」について
10．『京都保険医新聞』（第2782号）・『メディペー
パー京都』第142号（第2783号）合評の件

〈保険部会〉
１．理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会

との懇談会開催の件
２．『公費負担医療等の手引（2011年版）（仮）』編
集作業に係る拡大小委員会への出席の件

３．適時調査院内学習会への講師派遣の件
４．『公費負担医療等の手引（2011年版）』編集作
業への参加の件

５．理事会アピール「東日本の地域医療の再建の
ために／被災地への医療従事者の長期派遣な
ど、国の責任による／迅速かつ十分な施策の
策定と実施を求めます」採択の件

６．中医協概要報告の件
７．保団連「2012年診療報酬・介護報酬改定に向け
た保団連要求（案）に対する協会討議のお願い
とご意見の提出のお願い」に対する対応の件

　　≪以上３２件の議事について承認≫
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６月のレセプト受取・締切
13日㈪労

災
10日㈮9日㈭基金

国保 ◎◎○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時（基金は午後５時
３０分）です。
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6月の相談室
担当＝坂本建築士６月８日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）６月１６日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝莇弁護士６月１６日（木）午後２時～法 律
担当＝本宮社会保険労務士６月１６日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝花山税理士６月２２日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。

保険医
年金

加入申込受付中！

１口１万円　３０口限度（３０万円）

１口５０万円　毎回４０口（２,０００万円）
※手数料との関係で１.２５８％の利率が続くと仮定して、新たにご加入される月払については４年以上、
一時払で２年以上の長期にわたって積立されることをお勧めします。詳しくは、３月末送付の年金
パンフレットをご覧下さい。
◎普及担当の生保営業員がご説明に伺った際には、ご面談下さいますようお願いいたします。

 一時払（満79歳以下の会員で月払に加入している方）

月払（満74歳以下の会員）

現在ご加入の年金を一部あるいは全部解約し、新たに加入申込みされる場合は
6月10日（金）までに解約書類を協会事務局までご提出下さい。保険医年金に関
するお問い合わせは、京都府保険医協会・経営部会まで。

ご注意下さい！

　お知らせ　
2011年５月１日より

新たに“第一生命”が加わり
シェア変更を行いました！

ぜひ加入をご検討下さい。
【受託会社引受割合】
三井生命保険株式会社（幹事） 　34.19％
明治安田生命保険相互会社 32.91％
富国生命保険相互会社 14.90％
ソニー生命保険株式会社 1.00％
日本生命保険相互会社 10.00％
太陽生命保険株式会社 5.00％
第一生命保険株式会社 2.00％

解新規参入３社については、今秋から普及活動
参加予定です。

4月1日（金）～6月20日（月）
 ※2011年９月１日付け加入です

0.002％up 閣1.258％ （2011年３月１日現在）

加入申込
期　　間

予定利率
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